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本報告書で使用する用語の説明 
 

・ CDM（Clean Development Mechanism）：クリーン開発メカニズム 

・ EGAT（Electricity Generating Authority of Thailand）：タイ発電公社 

・ PEA（Provincial Electricity Authority）：地方配電公社 

・ IPP（Independent Power Producers）：独立系発電事業者 

・ SPP（Small Power Producers）：小規模発電事業者 

・ Rajburi Sugar Co., Ltd.：本プロジェクトのサイト企業である砂糖会社 

・ Cane：サトウキビの茎の部分（糖分を含んでいる） 

・ trash：サトウキビの枯葉〔写真2-1のハーベスタ後部から吐き出されている枯葉部分参照〕 

・ Rai（タイでの面積の単位）：1Rai＝1,600m2 

・ ライスハスク：籾殻 

・ バガス：サトウキビの Cane部分の絞り滓 

・ 廃糖蜜（モラセス）：砂糖を抽出した後に残る残渣液 

・ ハーベスタ：（サトウキビの）機械収穫装置 

・ FS（Feasibility Study）：実施可能性調査 

・ GHG（Greenhouse Gas）：温室効果ガス 

・ IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）：気候変動に関する政府間パネル 

・ PDD（Project Design Document）：プロジェクト設計書 

・ SPC（Special Purpose Company）：特別目的会社 

・ IRR（Internal Rate of Return）：内部利益率 

・ US$1＝109円（平成15年11月～16年1月の平均為替レート：昨年度報告書で使用したレートを

準用） 

・ 1Baht＝2.81円（平成15年11月～16年1月の平均為替レート：昨年度報告書で使用したレート

を準用） 

・ DNA（Designated National Authority）：指定国家機関 

・ DOE（Designated Operational Entity）：指定運営機関 

・ ONEP（Office of Natural Resources and Environmental Policy and Planning）：天然資源

環境政策計画局 

 

 

 



第１章 補完調査の概要 

1.1 プロジェクト目的 

本プロジェクトは、サトウキビ栽培の過程で収穫残渣として畑に残されているサトウキビの枯

葉部分（これを trash と呼んでいる）を新たなバイオマス燃料とし、これにライスハスク（籾

殻）も加えてバイオマス発電をすることにより、地球温暖化対策に資することを目的とする。 

 

1.2 プロジェクト概要 

本プロジェクトでは、砂糖の収穫にともなって発生する trash を収集・運搬し、バイオマス発

電を行う。trash は主にサトウキビの収穫期（タイでは概ね 12 月～翌 4 月頃）にしか入手でき

ないため、残りの期間についてはタイで豊富に入手可能なライスハスクを購入し、バイオマス発

電を継続する。このように年間を通じてバイオマス燃料を確保することによってタイ電力公社

（EGAT：Electricity Generating Authority of Thailand）に通年で売電する計画である。 

ただし、trash 部分は現在、畑の土壌被覆材として有効利用していることから、砂糖の収穫に

影響を与えない範囲で燃料に利用できる妥当な量を検討し、農業面でもエネルギー面でも持続的

発展可能なシステムを構築する。 

また、廃糖蜜（砂糖を抽出した後に残る残渣液）にはまだ糖分が残っているため、これを原料

としてアルコールを醸造することができる。発電で得られた余剰蒸気を有効利用することを目的

に、このようなアルコールを製造する工場を誘致し、熱供給するコージェネレーションも検討す

る。 

 

1.3 本補完調査の内容 

本年度の調査内容は以下の通りである。 
（１）事前調査 

ａ．trash収集方法の検討 

現在、trash の収集方法としてはハーベスタの後部にコンテナを取り付け、Cane（糖分を

多く含んでいるサトウキビの茎部分）の機械収穫時に吐き出される trashを自動収集する案

を想定しているが、これが実際に問題なくできるものかどうかについて事前検討する。 

 

ｂ．trashの利用率の検討 

現在、trash はサトウキビ畑に放置されているが、これには肥料効果が考えられる。昨年

度の調査では、文献による肥料面での検討を行い、70%の trash を畑から持ち出してもサト

ウキビ栽培に問題はないとの結論を得ているが、本年度はさらに詳しい文献に基づく詳細検

討を行う。 

 

（２）現地調査 

ａ．trash収集方法の検討 

trash の収集方法について農家や Rajburi 製糖工場側の意見をヒアリングして問題があれ

ば代替案を検討する。 
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ｂ．trash保管方法の検討 

収集してきた trashをボイラーで燃焼させる前に一時的に保管しておく必要があるが、こ

れらは袋詰めのまま野ざらしで保管する計画である。最長で約１ヵ月間野ざらしになると予

想されるので、保管による trashの性状変化がないかどうかを現地実験により確認する。 

ｃ．trashの利用率の検討 

trash の利用率については、文献調査に加えて農家からのヒアリングによる現地調査結果

も踏まえ、適切な利用率を求める。

ｄ．ライスハスクの購入価格の調査 

ライスハスクの購入価格について、将来の需要と供給も視野に入れてどのようになるかの

情報収集を行い、妥当な価格設定を行う。 

ｅ．ライスハスクの灰の売却額調査 

ライスハスクの灰の売却額がどの程度かを実態調査する。 

ｆ．アルコール工場の調査と設計 

本プロジェクトで建設するバイオマス発電所に隣接する場所に、廃糖蜜を原料としてアル

コールを製造する工場を誘致することを想定し、この概略設計を行う。昨年度の調査では

7t/h の蒸気と0.36MW の電力を供給することを想定してバイオマス発電所側の設備設計を行

ったが、今年度は Rajburi製糖工場からのヒアリングによる現地情報に基づき、アルコール

工場の設計を見直す。 

この工場についてはあくまでも本プロジェクトのスコープ外であるが、供給する蒸気量と

電力量を明確にしなければ、バイオマス発電側の設備設計も明確にならないため、本年度の

調査でこのアルコール工場の設計も行う。 

 

（３）資金計画に関する再評価 

前述の調査結果を反映し、本プロジェクトに関する必要経費や収入を見直して事業性評価を

再検討する。 

 

（４）プロジェクト設計書（ＰＤＤ）案の修正 

前述の調査結果を反映し、本プロジェクトに関するＰＤＤ案について修正版を作

成する。 
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第３章 本年度（補完調査）の調査結果 

3.1 trash収集方法の検討 

昨年度に計画した trash 収集方法（“ 第２章 昨年度の調査結果の概要” の写真 2-1 及び図 2-2

参照）については、本プロジェクトのカウンターパートである Rajburi Sugar Co., Ltd.から以下

のようなコメントが寄せられた。 

「ハーベスタの後部に Cane収穫とは関係ないコンテナを取り付けると、本来の Cane収穫の能率

が低下する。これは農夫としては嫌うだろうから、この方法は好ましくない。」 

この意見を取り入れてtrash収集方法の改良案として図3.1-3～6のような方法を先方に打診した。 

これらの考え方とそれらに対する先方の意見は以下のようであった。 

（改良案１） 

図 3.1-3に示すように、trashが吐き出されるハーベスタの後部フードに吹き流しを取り付

け、後ろを追走するトラックの荷台に受けるという方法である。これならハーベスタ後部には

荷重が掛からず、Cane収穫の作業能率が落ちることは少ないと考えた。 

（先方の回答） 

Caneの収穫というのは、ハーベスタが畑を何往復もして Caneを刈っていく。図 3.1-1に示

すように、往路の走行が終われば向きを変えて復路の収穫作業を行う。この際、ハーベスタの

Elevator と呼ばれるアームを車体の左右反対側に振るステップが入るので、後ろに吹き流し

があっては邪魔になる。したがって、この方法は採用できない。 

 

 

 

ターンする際にアームを 180度振る

ハーベスタ

サ ト ウ
キビ畑

トラック

 

 

トラック

サ ト ウ
キビ畑

ハーベスタ

往路のとき 復路のとき

図 3.1-1 ハーベスタの収穫方法とアームの位置
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これについては、昨年度の計画では図 3.1-2に示すような刈り方をすればアームを振る必要

はないと考え、フードの後部に何かが付いていても問題ないだろうと考えていたが、先方は従

来からの収穫方法を変えることには抵抗があるようである。したがって、これに対しては改良

が必要である。 

 

サ ト ウ
キビ畑

トラック

トラックは常にハーベスタの

右側を併走しながら Cane を

積み込むものとする ハーベスタ

図 3.1-2 弊社の Cane収穫方法案

（改良案２） 

前述の指摘を受けて、図 3.1-4の方法を提案した。これはアームが左右に振れる度に別々の

吹き流しで trashを捕らえ、アームがどちらにあっても追走するトラックに trashを自動捕集

できるように改良したものである。しかし、この方法でもまだ軽いとはいえ、ハーベスタの運

行に制約を与える可能性のある付着物が付いていることが懸念材料である。 

（改良案３） 

改良案２の問題をクリアするために、ハーベスタには一切何も付けず、ハーベスタのフード

から吐き出される trashを追走するバケット車で捕集しながら適宜、吸い取って併走するトラ

ックに積み込むという方法を考えた。この方法では trashが確実に捕集できるかどうか分から

ないといった点以外に、4台の車両が同時並行的に畑を動かなければならず、危険が付きまと

うという問題が考えられる。 

（改良案４） 

改良案４はユニック車のブームに trash捕集用の受け皿を付け、これで吐き出される trash

を受けて適宜、トラックの荷台に流し込むというアイデアである。改良案３よりも台数は少な

いものの依然として、ハーベスタとユニック車のブームが接触する危険性はある。 

 

以上の弊社提案に対し、先方の回答は以下のようであった。 

「コンテナでなくても Cane収穫作業に支障がある方法は好ましくない。ハーベスタによる作

業とはまったく切り離して trashを収集する方法を考えてほしい。」 
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以上のことから、ハーベスタの収穫時に同時に trashを収集することは断念し、以下の方法に方

針転換した。 

 

「ハーベスタによる作業の数日後に、牧草を集める用途で開発されたロールベーラを利用して

trashを収集する。」 

 

ロールベーラで trashを収集するためには、その前段で巻き取りやすいように trashを集めてお

く必要がある。このための機器としてはレーキと呼ばれる集草機が別途に必要になる。また、これ

をトラックに積み込むためのフロントローダも必要となる。さらにこれらを駆動させるためにはト

ラクタが必須の機器である。これらの作業状況を牧草で行っている例を引用することによって説明

する（写真 3.1-1～4）。写真引用元は以下の通りである。 

・北海道歌登町 HP「おいしいロール牧草の作り方」（添付資料 1） 

・（独）農業・生物系特定産業技術研究機構・北海道農業研究センター「収穫（サイレージ）作

業体系」（添付資料 2） 

写真 3.1-1 集草風景 

大型のレーキで牧草を集めて

いるところ

写真 3.1-2 牧草の畝 

集められた牧草は畝になっ

ている 
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写真 3.1-3 ロールベーラによ

る収集 

牧草を取り込んでロール状に

成形するロールベーラ

写真 3.1-4 ロールの運搬、積

み込み 

ロールを串刺しにして運んで

いるところ

本プロジェクトのカウンターパートである Rajburi Sugar Co., Ltd.からは「以上のようなロー

ルベーラでハーベスタの作業とは全く切り離したタイミングで trashを収集するのであれば問題な

い」とのコメントを得た。これより trashの収集方法はロールベーラ等によるものを検討するもの

とする。機器の規模については収集する trashの量が多いことからスケールメリットを考慮して最

大規模のものとする。設備一覧表を表 3.1-1に示す。 

 

表 3.1-1 trash収集用機器一覧表 

機  種 性 能 価格（千円） メーカー：型番 

トラクタ 90PS 7,980 ヤンマー農機：AF890（添付資料 3）

ツインレーキ  120個相当/h（30秒/個） 1,700 タカキタ：TR5401（添付資料 4） 

ロールベーラ 24個/h（2.5分/個） 3,980 タカキタ：RB1552W（添付資料 4） 

フロントローダ 120個相当/h（30秒/個） 1,470 山陽機器：YLLAF890MC 

合  計 － 15,130  

（注）機器の性能はメーカー（タカキタ）からのヒアリングに基づいて設定した。 
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表 3.1-1の機器を利用すれば、収集できる trashの量は以下のように試算できる。 

trashのロールは添付資料 4のロールベーラ（RB1552W）のベール寸法に示すように 1.55mφ×1.2m

であるから、その体積は以下のようになる。 

0.775m×0.775m×π×1.2m＝2.26m3/ロール 

ロール状にした trash の比重を 0.25（通常、乾燥したわら等の比重は 0.05～0.1 程度であるが、

多少の水分もあり、ロール状に圧縮するため、メーカのヒアリング結果による 0.25 を採用）とす

ると、重さは以下のようになる。 

2.26m3/ロール×0.25＝0.57t/ロール 

農作業は実働 8時間/日とし、以下のような作業時間を見込む。 

・集草：1.1時間／日 

・トラクタ後部に付ける機器をツインレーキからロールベーラへ交換：0.2時間／日 

・ロール作成：5.6時間／日 

・トラックへの積み込み：1.1時間／日 

（トラック 1 台分のロールができた段階でトラックに積み込むので、トラクタには常にフロ

ントローダを装着しておくものとする。） 

これより上記の機器１式を用いて 1日で収集できる trash量は以下のようになる。 

0.57t/ロール×24ロール/h×5.6h/日＝76.6t/日 

一方、トラクタの燃料使用量は北海道農試畑作部・機械化栽培研究室の研究資料（添付資料 5）

によると 90PSクラスのトラクタの場合、191g/PShである。軽油の比重を 0.83（添付資料 6）とす

ると 90PSのトラクタを稼動させる場合、時間当たりの燃料使用量は以下のようになる。 

191g/PSh÷0.83g/ml×90PS＝20.7L/h 

ツインレーキでもロールベーラでも 90PSのトラクタはほぼ常時、稼動しているので機器 1セット

の 1日当たり燃料使用量は以下のようになる。 

20.7L/h×8h/日＝165.6L/日 
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3.2 trash保管方法の検討 

サトウキビ畑からロールベーラで収集・運搬してきた trashは“ 3.7 バイオマス発電設備設計の

見直し” で後述するが、最長で 36日間の保管が必要になる。現在の計画ではロール状にした trash

は野ざらしで保管することにしている。収穫期が終わった翌月の 4月は比較的雨量が少ない暑期で

あるので、腐敗は少ないものと考えているが、実際にどの程度、腐敗が進むのかを実験することが

望ましい。そこで、ロール状にした trashの圧縮度や季節・期間は違うものの、実際に trashが野

ざらし状態でどの程度、腐敗するものかについて実験した。 

trashの保管は以下の 3ケースである。 

・ロール状にした trashを野ざらしで保管する。ただし、ロールベーラではかなりの圧力で trash

をロール状にするが、今回の実験では人力でロール状にした違いはある。 

・ロールベーラで収集した後、ポリエチレン、ポリプロピレン等の材質でラッピングすること

が可能であるが、嫌気性状態にすると腐敗はいっそう進むのかどうかを確認するために、ビ

ニールシートで包んで保管する。 

・収集した trashをそのまま地面に放置する。 

なお、対象とした trash はサトウキビ畑から Cane とともに運び込まれた際に付着していたもの

で、Cane収穫後、1日程度経過したものである。これらの trashの状況は表 3.2-1及び写真 3.2-1

に示す通りである。 

表 3.2-1 実験した trashの量 

trashの状態 重量(kg) 体積(m3) 比重 

１．ロール状 15 0.30 0.05 

２． ロール状にしてビニールシートで包んだもの 20 0.16 0.13 

３．自然放置 10 0.20 0.05 

 

(a) (b)

(c)

写真 3.2-1 保管実験用の trash写真

(a) ロール状 

(b) ロール＋シート 

(c) 自然放置
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trashの腐敗実験条件を表 3.2-2に示す。これらについて現地で 2週間にわたり観測した。 

 

表 3.2-2 trashの腐敗実験内容一覧表 

項  目 条   件 備  考 

１．期間 平成 17年 1月 13～27日  

２．場所 Rajburi Sugar Co., Ltd.工場敷地  

３．分析内容   

(1) 含水率  

(2) 高位・低位発熱量  

(3) C/N比 炭素／窒素比 

(4) 硝酸態窒素 

 

開始日と 2週間後の 2回のサンプル比較 

 

４．付帯観測   

(1) 外見上の変化  

(2) 臭気 
開始日から 1週間ごとに 3回監視 

 

(3) 天候  

(4) 気温  

(5) 湿度 

 

開始日から毎日 3回（9時、13時、17時）

 

(6) 日降水量 開始日から毎日 1回（9時）  
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実験結果をまとめると表 3.2-3のようになる。現地での気象データや trashの状況については添

付資料 7に示す通りである。 

 

表 3.2-3 trashの腐敗実験結果一覧表 

 項  目 trashの状態 1月 13日 1月 20日 1月 27日(対 13日増減)

ロール状 － 26.4 (+12%) 

ロール＋シート － 30.9 (+31%) 

 

(1) 含水率 

（％） 自然放置 

 

23.5 

－ 17.8 (-24%) 

ロール状 － 18,640 ( +2%) 

ロール＋シート － 18,520 ( +1%) 

 

(2) 高位発熱量 

(kJ/kg) 自然放置 

 

18,350 

－ 18,590 ( +1%) 

ロール状 － 17,350 ( +2%) 

ロール＋シート － 17,220 ( +1%) 

 

(3) 低位発熱量 

(kJ/kg) 自然放置 

 

17,090 

－ 17,300 ( +1%) 

ロール状 － 89 (+31%) 

ロール＋シート － 65 ( -4%) 

 

(4) C/N比 

自然放置 

 

68 

－ 90 (+32%) 

ロール状 － 31 (+63%) 

ロール＋シート － 9.7 (-49%) 

分

析

結

果 

 

(5) 硝酸態窒素 

(mg/kg) 自然放置 
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－ 27 (+42%) 

ロール状 変化なし 変化少々 変化少々 

ロール＋シート 変化なし 変化なし 多少の変化 

 

(1) 外見上の変化 

自然放置 変化なし 変化少々 変化少々 

ロール状 若干あり 若干あり 若干あり 

ロール＋シート 若干あり 若干あり あり 

 

(2) 臭気 

自然放置 若干あり 若干あり 若干あり 

(3) 天候 晴：11日、晴のち曇：2日、曇：2日 

9時：15日間平均 26.4℃（19～29℃） 

13時：15日間平均 30.3℃（20～34.5℃） 

 

(4) 気温 

17時：15日間平均 29.2℃（21～31.5℃） 

9時：15日間平均 76%（61～90%） 

13時：15日間平均 59.6%（41～91%） 

 

(5) 湿度 

17時：15日間平均 62.7%（54～86%） 

付

帯

観

測 

(6) 日降水量 2.8mm/日が 1日で他の 14日間は降雨なし 

 

表 3.2-3の結果から trashはロール状にした後、ラッピングすると水分率が高くなることがわか

った。対象期間にはほとんど雨が降らなかったことから自然状態では乾燥が進むのに対して、ロー

ル＋シートでは通気が悪いためにビニールシートの中にこもった湿気も trashが吸い込んだものと

考えられる。熱量的にはほとんど変化がないが、ロールにして通気を遮ると水分率が高くなる分、
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実際の燃料としては熱量的に価値が下がることになる。 

また、C/N比は一般に有機物分解の指標として用いられ、分解が進むとC/N比は小さくなる。ロー

ル＋シートでは、水分率が高まったことと多少の臭気があったことから、若干の腐敗はあったもの

のC/N比の低下が少なかったことからその程度は小さいものと推定できる。硝酸態窒素（NO3-N）が

減少したことから通気の悪い状態でNO3-Nの酸素が消費され、NOまたはNO2として抜けていったもの

と考えられるが、完全な嫌気性状態ではなかったため、腐敗状態にまでは至らなかったものと推定

できる。 

一方、ロール及び自然放置では、熱量の変化がほとんどなく、C/N比が高まり、硝酸態窒素（NO3-N）

が増えていることから好気性状態の下でtrashのアミノ酸が酸化分解され、アンモニア態窒素

（NH3-N）を経て硝酸態窒素（NO3-N）として大気中に抜けていったものと考えられる。このケース

ではまったく腐敗は見られなかった。 

今回の実験に用いたロールは機械の圧力で巻いたものではないので、実際にはこれより通気性は

悪いと考えられるが、少なくともタイのような熱帯気候で、降雨の少ない乾期ではビニール性の材

質でラッピングすることは得策ではないようである。 

現在、バガスで野積み状態にしていても悪臭問題は起こっていないとのことから、高々1 ヶ月程

度であれば trashも同様に積み上げることによって保管できると思われる。 

以上のことから trashの保管はロール状に巻いた状態で袋づめにしないでそのまま積み上げ、写

真 3.2-2に示すようにバガス同様、ブルドーザで整地しながら野積みしていくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 3.2-2 野積みされたバガスを整地するブルドーザ 

（Rajburi 製糖工場敷地にあるバガスのストックヤードにて 

平成 17 年 1 月 12 日撮影） 
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3.3 trashの利用率の検討 

trashの利用率については昨年度にも検討したが、文献による簡易なものであったので、本年度は

現地のデータを元にシミュレーションを行った。モデルはコロラド州立大学の W.J. Parton らによ

って開発された土壌有機物の長期動態（数十年から数百年）を予測するものである。

3.3.1 モデルの概要

近年の急速なコンピュータの発達やプログラム言語の普及により、農耕地生態系における有機物

動態をシミュレートするモデルが多く開発されてきた。例えば Powlsonら(1996)や Smithら（1997）

によってその一部が紹介され、英国 Rothamsted 試験場を含む 7 地点の温帯耕地の長期連用試験圃

場での実験値との整合性が評価されている。 

これらのモデルの中には熱帯や森林生態系での評価も行われているものもあり、中でも以下に述

べる CENTURYモデルは、その開発の初期から積極的に適用されてきている（添付資料 8）。 

熱帯の農耕地生態系は一般にその高温・湿潤な気候により有機物の代謝回転が速く、また土壌が

養分を保持しにくい性質を持つものが多いため、土地管理を誤ると急速に劣化する可能性が高い。

そのため農地の適切な管理には、シミュレーションモデルによる事前評価が重要である。 

trash を過剰に持ち出すことは圃場の肥沃度に影響を与えかねない。肥沃度の低下は将来的にサ

トウキビ収量、バイオマス量の低下を引き起こすことになる。そのため適正な trash持ち出し量を

把握するため、サトウキビ品種による収量の違いや灌漑の有無などが Rajburi地域の土壌肥沃度に

与える影響を考察した。土壌肥沃度の指標としてはサトウキビ収量及び土壌中の有機炭素、窒素を

用いた。それらの 30 年間の変化から Rajburi 地域でサトウキビの安定した生産を長期にわたり維

持しつつ、かつ土壌肥沃度を現状レベルに維持し得るような trashの持ち出し可能量はどの程度か

を検討した。 

 
3.3.2 モデルの特徴

使用したCENTURYモデルは、初めは温帯草地を対象地域としていたが(Parton et al. 1986)、
その後、耕地、森林、サバンナへ適用範囲が拡大された。熱帯への適用も開発当初から盛んに行

われている(Parton et al. 1989, Fernandes et al. 1997, Fernando 2004)。CENTURYモデルで
は有機物の主要な構成成分である炭素だけでなく、窒素、リン、硫黄の動態もシミュレートでき、

それら養分が不足しがちな熱帯地域では有効なモデルであるといえる。 
 

3.3.3 モデルの構造

CENTURY モデルは、植物バイオマス生産サブモデル、水分状態サブモデル、土壌有機物動態サブ

モデルの 3つのサブモデルを持っている。図 3.3-1に示したように、植物バイオマスは地上部と地

下部に分けられ、それぞれ Metabolic と Structural 画分に分けられる。土壌中の有機物は 3 つの

画分（Active, Slow, Passive）に分けられており、それぞれが固有の代謝回転速度を持っている(表

3.3-1)。代謝回転速度は主に温度･水分によって制限を受けるが、Structural 植物バイオマス画分

ではリグニン/窒素比、Active土壌有機物画分では土性にも影響を受けている（Smith et al. 1997）。 

植物バイオマス生産サブモデルは、農耕地、森林、草地、サバンナの各生態系別に存在するが、

農耕地生態系サブモデルは数多くの作物、品種に対応するように、月別最大可能生産量、温度に対

する反応性、C/N比、落葉時期、などの変数が用いられている。 
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本解析では、（http://www.nrel.colostate.edu/projects/century5/T）で配布されているCentury 

Model Interface ver.5モデルプログラムを使用した。 

 

 
図 3.3-1  CENTURYモデルの構造と各有機物画分間の動態規定要因 

表 3.3-1 CENTURYモデルにおける各有機物画分の最大代謝回転速度 

有機物画分 最大代謝回転速度（year-1）

植物バイオマス、Structural 4.9

植物バイオマス、Metabolic 14.8

土壌有機物、active (SOM1) 7.3

土壌有機物、slow (SOM2) 0.2

土壌有機物、passive (SOM3) 0.0045

（注）SOM：Soil Organic Matter 
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3.3.4 モデルの初期値設定

（１）対象地域の気候条件 

シミュレーションで使用する気象データには長期データ（過去10年間）が存在するSuphan Buri

の気候条件を用いた。 

Suphan Buriは、バンコクから北西約 170kmに位置し、乾季を持つ熱帯モンスーン気候に属し

ている。表 3.3-2に示すように、Suphan Buriの年平均気温は 28.2℃、年降水量は 1,013mmであ

り、降水量の年変動が大きくなっている。 

CENTURY モデルでは月別の最高・最低気温、降水量が必須の変数となっている。解析では月別

降水量の 10年間の標準偏差と歪度から統計的なモデル気象をシミュレートした。 

表 3. 3- 2  Suphan Buri の気候統計値       

    1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年 

気温 最高(℃) 32.3 34.0 35.7 37.0 35.5 34.3 34.1 34.1 33.6 32.8 32.0 30.9 33.9

 最低(℃) 20.9 22.5 24.3 25.8 25.8 25.3 25.3 25.1 24.9 24.5 22.7 20.4 24

 平均(℃) 26.2 27.6 29.1 30.6 29.8 28.9 28.8 28.6 28.4 28.2 27.1 25.4 28.2

降水量 平均(mm) 3.2 5.0 25.5 61.9 124.9 92.9 99.0 92.6 237.6 166.7 43.9 6.1 1013

 標準偏差(mm) 5.8 10.0 33.9 49.7 53.7 49.4 65.3 46.1 74.5 80.5 54.2 13.3 246

  歪度 1.7 2.7 1.0 0.8 0.7 0.2 0.8 0.0 - 1.5 0.0 1.9 2.4 0.26

（注）歪度はデータXi の平均値をμ、標準偏差をσとしたとき、次式で表される分布の偏り度

を示す指標である。ただし、Eは期待値であり、データ数は 10（年間）である。 

E（Xi－μ）3／σ3 

（２）サトウキビの作物季節と灌漑管理

モデルに組み込んだサトウキビは、新植するサトウキビを想定し、作期として 9月に耕起、10

月に植え付け、そして約 10 ヵ月後の 7月に収穫、そして 9月と 1月に 50kg/ ha の N（窒素）施肥、

さらに 10 月、12 月、3月にそれぞれ 1回ずつ 50mm分の灌漑を行うものと仮定している。この仮

定は現地の実際の営農状況を反映させたものである。 

 

（３）土壌

対象地域の土壌特性値を表3. 3- 3に示す。対象地域の土壌はアメリカ土壌分類ではTypi c 

Dys t r us t ept sに分類され、比較的砂質で有機物が少ないのが特徴である。モデルでは初期全有機

物量の2%をSOM1（act i ve画分）、54%をSOM2( s l ow画分)、44%をSOM3（pass i ve画分）に分けており、

それらの割合を本土壌にあてはめ、SOM1：49、SOM2：4, 700、SOM3：2, 300 ( gC m- 2)と設定した。 

モデルにおいては 50cmまでの深さの土壌を炭素、窒素動態の考察対象とした。50cmに設定し

たのは、対象地域土壌の一般的なA層（表 3. 3- 3 では(Ap+AB)の層）の厚さが 50cmであることと、

タイ農業省のDr .  Pr ahan へのヒアリングによって現地サトウキビの根伸長がおおよそ 50cmまで

あるという情報に基づいている。 
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表 3. 3- 3 Suphan Bur i の土壌特性値 

層位 厚さ 仮比重 有機炭素 窒素 C/ N比 炭素量 粘土 シルト 砂 CEC 

cm  cm kg L-1 ％ ％  gC m-2 ％ ％ ％ cmol(+) kg-1

26 Ap 26 1.63 0.58 0.05 11.6 2458 6 30 64 3.6

50 AB 24 1.59 0.49 0.04 12.3 1870 6.1 35.8 58.1 4.8

84 Bw1 34 1.58 0.25 0.02 12.5 1343 9.5 34.3 56.2 4.4

115 Bw2 31 1.57 0.25 0.02 12.5 1217 6.5 38.6 54.9 3.8

165 Bw3 50 1.59 0.14 0.01 14.0 1113 6.5 35 58.5 3.4

（注）CEC：陽イオン交換容量

（４）サトウキビ収量と残渣投入量、および有機物の質 

サトウキビを月別潜在可能生産量により高収量品種（650gC m-2 mont h- 1）と低収量品種（530gC 

m-2 mont h- 1）とに分け、それぞれについてシミュレーションを行った。潜在可能生産量とは作物

が持つ理想的な条件下での光合成による有機物生産力、すなわち植物の持つ潜在的な炭酸固定能

力を表している。CENTURYモデルではC4 植物に対して潜在可能生産量の最大値として 650gC m-2が

設定されており、またサトウキビの最大乾物生産量の文献値（D. J.  Hei nz et  al .  ed:  Encycl opedi a 

of  Agr i cul t ur al  Sci ence vol . 4 P. 225-）では 530gC m-2が用いられているためこれら 2通りの値

を採用した。ちなみに現地で収集した収量データから推測すると、Raj bur i 地域のサトウキビ収

量には 650gC m-2がより近いものと思われる。 

収量は地上部バイオマスの 60%としている。すなわち砂糖生産のために畑から工場へ持ち出す

サトウキビの部分が地上部全体のバイオマスの 60%を占めると仮定した。今回のモデル内で用い

た変数を表 3. 3- 4 に示す。シミュレーションは 30 年間の期間について行った。変数の略語の意

味は添付資料 9に記す通りである。 
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表 3. 3- 4 CENTURYモデルに用いたサトウキビの作物変数  

変数 高収量品種 低収量品種 変数 高収量品種 低収量品種

'PRDX(1)' 650 300 'FLIGNI(1,1)' 0.03 0.03

'PPDF(1)' 30 30 'FLIGNI(2,1)' 0 0

'PPDF(2)' 45 45 'FLIGNI(1,2)' 0.015 0.015

'PPDF(3)' 1 1 'FLIGNI(2,2)' 0 0

'PPDF(4)' 2.5 2.5 'HIMAX' 0.6 0.5

'BIOFLG' 0 0 'HIWSF' 0 0

'BIOK5' 1800 1800 'HIMON(1)' 2 2

'PLTMRF' 0.5 0.5 'HIMON(2)' 1 1

'FULCAN' 150 150 'EFRGRN(1)' 0.6 0.6

'FRTC(1)' 0.4 0.4 'EFRGRN(2)' 0.6 0.6

'FRTC(2)' 0.15 0.15 'EFRGRN(3)' 0.6 0.6

'FRTC(3)' 8 8 'VLOSSP' 0.04 0.04

'BIOMAX' 700 700 'FSDETH(1)' 0 0

'PRAMN(1,1)' 10 10 'FSDETH(2)' 0 0

'PRAMN(2,1)' 150 150 'FSDETH(3)' 0 0

'PRAMN(3,1)' 190 190 'FSDETH(4)' 1000 1000

'PRAMN(1,2)' 62.5 62.5 'FALLRT' 0.1 0.1

'PRAMN(2,2)' 150 150 'RDR' 0.05 0.05

'PRAMN(3,2)' 150 150 'RTDTMP' 2 2

'PRAMX(1,1)' 20 20 'CRPRTF(1)' 0 0

'PRAMX(2,1)' 230 230 'CRPRTF(2)' 0 0

'PRAMX(3,1)' 230 230 'CRPRTF(3)' 0 0

'PRAMX(1,2)' 125 125 'SNFXMX(1)' 0.05 0.05

'PRAMX(2,2)' 367 367 'DEL13C' - 15 - 15

'PRAMX(3,2)' 230 230 'CO2IPR' 1 1

'PRBMN(1,1)' 60 60 'CO2ITR' 0.77 0.77

'PRBMN(2,1)' 350 350 'CO2ICE(1,1,1)' 1 1

'PRBMN(3,1)' 340 340 'CO2ICE(1,1,2)' 1 1

'PRBMN(1,2)' 0 0 'CO2ICE(1,1,3)' 1 1

'PRBMN(2,2)' 0 0 'CO2ICE(1,2,1)' 1 1

'PRBMN(3,2)' 0 0 'CO2ICE(1,2,2)' 1 1

'PRBMX(1,1)' 123 123 'CO2ICE(1,2,3)' 1 1

'PRBMX(2,1)' 591 591 'CO2IRS' 1 1

'PRBMX(3,1)' 420 420  

'PRBMX(1,2)' 0 0  

'PRBMX(2,2)' 0 0  

'PRBMX(3,2)' 0 0   
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3. 3. 5 結果と考察

表 3. 3- 5 及び図 3. 3- 2 にサトウキビ収量のシミュレーション結果を示す。現在 Raj bur i 地域では

t r ash の利用は行わず、サトウキビの Cane 部分だけを収穫のために畑から持ち出しているが、ここ

で言う収穫率とは地上部の Cane 及び t r ash の両方を lバイオマスの収穫 zと言っている。このモ

デル設定では Cane 部分は地上部バイオマスの 60%としている。すなわち、収穫率 60%とは Cane 部

分の全量を収穫し、t r ash は持ち出さない状態である。 

収穫率 60%のサトウキビ収量を見てみると、灌漑ありで 15. 4 t  Rai - 1、灌漑なしで 8. 9 t  Rai - 1と

いうシミュレーション結果になっている。Raj bur i 契約農家からのヒアリング結果は添付資料 10 に

示す通りであるが、灌漑ありの 9農家の平均Cane収穫量は 15. 6 t  Rai - 1、灌漑なしの 4農家では 9. 6 

t  Rai - 1である。これらのヒアリング情報とシミュレーション結果を比較してみると、両者は近い数

値を示しており、モデルによる推測がほぼ妥当であることを示している。潜在地上部生産量が 530gC 

m-2、650gC m- 2ともに、灌漑のある地域が、灌漑のない地域に比べて、収量が 1. 5 倍ほど高くなって

いるが、これもRaj bur i 地域でのヒアリング内容と一致するものであり、モデルは灌漑の影響を良

く反映させていると考えられる。 

図 3. 3- 2 の結果からも明らかなように、現行の施業形態（50kg/ ha の施肥を年 2回、灌漑を 50mm

ずつ年 3回）を続けていく限り、灌漑の有無や潜在地上部生産量あるいは収穫率の違いにかかわら

ず、いずれのケースでも 2年目に若干の増加（1～2%）を示した後、サトウキビ収量は 30 年間でほ

とんど変化しないことがわかった。収穫率を 95%（t r ash 持ち出し率＝（95%－60%）/ ( 100%－60%)

＝87. 5%）としてもまったくサトウキビ収量に落ち込みは認められなかった。シミュレーションの

結果によれば、t r ash をほとんど持ち出してもサトウキビの収量には顕著な影響を与えることはな

いという結論になった。このように、サトウキビの収量面からは t r ash の持ち出し率を制限する条

件を見出すことは困難と思われる。 

 

 

 

 
表3. 3- 5　潜在地上部生産量が530gC m- 2と 650gC m- 2の時の地上部炭素量とサトウキビ収量（生重）

地上部バイオ
マス炭素量

地上部バイオ
マス炭素量

収穫率 tC ha
-1

t ha
-1

t rai
-1

tC ha
-1

t ha
-1

t rai
-1

灌漑あり 60% 17.2 78.3 12.5 21.2 96.1 15.4

80% 17.1 103.9 16.6 21.0 127.5 20.4

95% 16.8 121.1 19.4 20.7 149.2 23.9

灌漑なし 60% 10.0 45.5 7.3 12.3 55.9 8.9

80% 9.9 60.2 9.6 12.2 74.1 11.9

95% 9.6 69.2 11.1 11.8 85.2 13.6

潜在地上部生産量=530gC m- 2 潜在地上部生産量=650gC m- 2

サトウキビ収量（生重） サトウキビ収量（生重）
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図 3. 3- 2 サトウキビ収量の経年変化
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次に、t r ash の持ち出しが土壌中の炭素量、窒素量に与える影響をシミュレーションした。

図 3. 3- 3～4 及び表 3. 3- 6～8 に t r ash 持ち出し率に対する 30 年後の土壌炭素量と土壌窒素量の

増減率を示す。土壌炭素量の減少には Sl ow画分（SOM2）の減少による寄与が大きく、この画分は

土壌の養分供給だけでなく、土壌構造、透水性などの土壌物理性などにも重要であるだけに、Sl ow

画分の急激な減少など、その動態には注意が必要である。 

図 3. 3- 3～4 において、現在の有機物量レベルが維持できるt r ashの持ち出し限界率は、土壌炭素

の増減が 0%になる値を求めることによって得られる。すなわち、 l灌漑あり zの地区で高収量品種

（潜在地上部生産量＝650gC m-2）なら 96%までCane+t r ashを収穫しても土壌中の炭素は 30 年間で現

状維持できることがわかった（図 3. 3- 4( a)の灌漑あり参照）。これはすなわち、t r ashの持ち出し率

としては(96%－60%) / ( 100%－60%)＝90%になる（表 3. 3- 8 参照）。同様に l灌漑なし zの地区ならt r ash

持ち出し率として 45%、低収量品種（潜在地上部生産量＝530gC m-2）で l灌漑あり zなら55%、 l灌

漑なし zなら 13%しか持ち出せないという結果になった（図 3. 3- 3～4 の( a)及び表 3. 3- 8 参照）。土

壌窒素についても同様に図 3. 3- 3～4 の( b)及び表 3. 3- 8 に示す通りであるが、土壌炭素よりt r ash

の持ち出しによる影響はいずれのケースも少ない。したがって、t r ashの持ち出し限界率は土壌炭

素で決めることとする。 

さて、サトウキビの苗は高収量品種では収量も多い反面、購入価格も高い。できるだけコストを

抑えたい農家にとっては灌漑設備のある地域ではそれだけで収量が多いことと水購入代が掛かる

ことから、低収量品種を植える農家が多い。そこで、 l灌漑あり zの地区ではt r ashの持ち出し限界

率は 530gC m- 2の 55%（＝約 50%）とする。 l灌漑なし zの地区では高収量品種を選ぶか低収量にする

かは農家の考え方次第であり、一概に決められないので両品種の平均とし、（13%＋45%）/ 2＝29%（＝

約 30%）とする。 

以上のことから、t r ash の持ち出し可能率は灌漑区で 50%、非灌漑区で 30%とする。 

 

 

 

 

 Cane+trash収穫率(%)
 0
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 9
 

 

灌漑、非
灌漑区分 SOM1 SOM2 SOM3 Total(SOM1+2+3+Litter)

%収穫 530 灌漑 105.9 99.8 5.7 40.4
非灌漑 20.4 36.3 0.6 21.4

650 灌漑 134.1 142.2 9.2 52.8
非灌漑 26.5 67.1 2.4 35.7

0%収穫 530 灌漑 10.6 23.9 0.3 13.0
非灌漑 9.4 0.2 - 1.6 1.8

650 灌漑 15.0 51.3 2.7 25.9
非灌漑 13.5 9.9 - 0.5 7.4

80%収穫 530 灌漑 5.2 1.9 - 1.3 2.0
非灌漑 1.2 - 17.9 - 2.6 - 8.2

650 灌漑 9.4 24.4 0.8 13.3
非灌漑 8.3 0.7 - 1.4 1.9

5%収穫 530 灌漑 -1.6 - 19.8 - 3.2 - 9.9
非灌漑 -11.3 - 38.1 - 4.1 - 20.1

650 灌漑 3.8 - 0.7 - 1.2 0.4
非灌漑 -2.7 - 23.0 - 2.9 - 11.5

有機物画分別の土壌炭素量潜在地上
部生産量
(gCm-2)

表3.3- 6　　土壌炭素量 （gC m-2）の30年後の変化率
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潜在地上部生産量=530gC m- 2時のC変化

y = - 22.059x2 -  31.418x + 40.329

y = - 33.134x2 -  11.645x + 21.337
- 30
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全
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壌
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変
化
率
（%
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灌漑あり

灌漑なし

(a) 土壌炭素量変化（x：Cane+trashの収穫率(%)、y：土壌炭素量の変化率(%)）

潜在地上部生産量=530gC m- 2時のN変化

y = 9.0753x2 -  62.339x + 50.498

y = - 32.963x2 + 6.4857x + 15.836

- 20
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変
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灌漑なし

灌漑なし：
収穫率＝80%

灌漑あり：
収穫率＝94%

灌漑なし：
収穫率＝65%

灌漑あり：
収穫率＝82%

(b) 土壌窒素量変化（x：Cane+trashの収穫率(%)、y：土壌窒素量の変化率(%)）

図 3.3-3 低収量品種の 30年後における収穫率と土壌成分変化率の関係図
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潜在地上部生産量=650gC m- 2時のC変化

y = - 30.064x2 -  26.248x + 52.812

(a) 土壌炭素量変化（x：Cane+trashの収穫率(%)、y：土壌炭素量の変化率(%)）

(b) 土壌窒素量変化（x：Cane+trashの収穫率(%)、y：土壌窒素量の変化率(%)）

図 3.3-4 高収量品種の 30年後における収穫率と土壌成分変化率の関係図

y = - 11.835x2 -  36.645x + 35.559
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潜在地上部生産量=650gC m- 2時のN変化

y = - 66.726x + 68.964

y = - 9.6097x2 -  17.676x + 25.476
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灌漑なし：
収穫率＝78%

灌漑なし：
収穫率＝95%
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収穫率＝103%

灌漑あり：
収穫率＝96%
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表3. 3- 7 地上部バイオマスの持ち出しが与える30年後の土壌炭素及び土壌窒素の変化推定結果

（初年度に対する割合 (%)）

潜在地上部生産量=530gC m- 2

収穫率（地上部に対する割合） 0% 60% 80% 95% 0% 60% 80% 95%

灌漑あり 40.4 13.0 2.0 -9.9 50.5 15.8 7.4 -1.0 82% 94%

灌漑なし 21.4 1.8 -8.2 -20.1 15.9 7.6 0.4 -8.0 65% 80%

潜在地上部生産量=650gC m- 2

収穫率（地上部に対する割合） 0% 60% 80% 95% 0% 60% 80% 80%

灌漑あり 52.8 25.9 13.3 0.4 69.9 26.3 16.0 6.9 96% 103%

灌漑なし 35.7 7.4 1.9 -11.5 25.6 9.8 8.1 -1.4 78% 95%

（注） z土壌炭素（あるいは土壌窒素）の減少がない収穫限界率 zとは z30年間にわたり土壌中の炭素（ある
　　いは窒素）を減少させることなく維持できる地上部バイオマス収穫率 zを意味する。

土壌炭素
減少がな
い収穫限
界率

土壌窒素
減少がな
い収穫限
界率

土壌全炭素量の変化率（％） 土壌全窒素量の変化率（％）

土壌炭素
の減少が
ない収穫
限界率

土壌窒素
の減少が
ない収穫
限界率

土壌全炭素量の変化率（％） 土壌全窒素量の変化率（％）

表3. 3- 8 土壌炭素および土壌窒素の変化から推定されるt r ash持ち出し可能率

潜在地上部生産量=530gC m- 2

土壌炭素 土壌窒素
灌漑あり 55% 90%

灌漑なし 13% 45%

潜在地上部生産量=650gC m- 2

土壌炭素 土壌窒素
灌漑あり 90% 108%

灌漑なし 45% 88%

（注）本表の結果は表3. 3- 7で得られた z30年間にわたり土壌中の炭素あるいは窒素を減少
　　　させることなく維持できる地上部バイオマスの収穫率 zを用いて zt r ashの持ち出し
　　　　可能率（残渣回収率） zを求めたものである。

t r ash持ち出し可能率（残渣回収率）

t r ash持ち出し可能率（残渣回収率）
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3.4 ライスハスクの購入価格

3.4.1 昨年度の価格設定 

本プロジェクトでは trashを使い切った残りの 207日間はライスハスクを購入してバイオマス発

電を継続する計画である。昨年度の調査でもライスハスクの売買価格は 800～900Baht/t であると

の情報を得ていたが、以下のような理由でライスハスクの購入価格を 400Baht/tとして設定した。 

・ライスハスクとバガスの熱量を単位重量で比較した場合、ライスハスクはバガスの 1.911倍で

ある。バガスの売買価格が 200Baht/tであることを参考に、燃料としての価値を熱量比例で算

定すれば 200Baht/t×1.911＝382Baht/tとなり、400Baht/t 程度が本来の妥当な価格と考えら

れる。 

・現在は籾殻発電等によるライスハスクの需要過多の状況を反映して価格が急騰しているが、将

来的にはリーズナブルな価格に落ち着く可能性は十分考えられる。 

・ここ数年の急騰以前は、実際に 400Baht/tで取引されていた実績がある。 

以上のような想定の下に昨年度は 400Baht/tでプロジェクト収支を試算したが、希望的な価格設

定ではプロジェクトの開始はできない。そこで、今年度はこのライスハスクの価格見通しについて

詳細に調査した。 

 

3.4.2 ライスハスクの需要状況 

（１）タイの米生産量 

タイにおける主要な農作物は米であり、作付面積は国土の約 20%を占めている。タイ中央部の

ように、灌漑設備が整備された地域では二期作が可能であり、三期作が行われているところも一

部にはある。 

通常の一期作(雨季作)は、天水を利用して雨季初期の 6月に播種、または移植され、乾季初期

の 11月以降に収穫される。一期作米の収穫量は、籾ベースで 1,800～2,100万トンである。二期

作(乾季作)は 2月に始まって 5月に終わり、収量は籾ベースで 400～600万トン程度である。1999

～2002年の一期作と二期作を合わせた総生産量は、表 3.4-1に示すように 2,300～2,700万トン

で推移しており、平均では年間 2,513万トンとなっている。このうち、約 60%が国内で消費され、

残る約 40%から種子用及び備蓄用を差し引いたものは輸出に回される。タイの輸出量は 600～700

万トン(精米換算)で、全世界の米輸出の約 3割を占める世界最大の米輸出国である。 

表 3.4-1 タイ全土の米生産量表 

作付面積 生産量 Rai当り収量

（Rai) (トン) (Kg)

1999年 61,088,084 23,351,219 382

2000年 60,716,670 24,944,112 411

2001年 63,624,366 26,954,067 424

2002年 59,204,608 25,255,427 427

平均 61,158,432 25,126,206 411

作物年度

出典：Office of Agricultural Economics, Ministry of Agriculture and Cooperatives
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（２）プロジェクトサイト近郊の米生産量 

プロジェクトサイトのある Ratchaburi県は、タイ中央部の南西に位置している。タイ中央部

19 県の米の総生産量は、表 3.4-2 に示す通り 600～700 万トンで推移しており、1999～2002 年

の 4年間の平均ではタイ全体の生産量の約 27%を占めている。 

タイ中央部の稲作の特徴は、整備された灌漑設備を利用した二期作(乾季作)が盛んなことに

ある。2002年を例にとると、タイ全土の年間生産量は約 2,525万トンだが、一期作米は約 1,963

万トン(年間生産量の約 78%)、二期作米は約 562万トン(同約 22%)となっている。これに対して、

タイ中央部の 2002年の年間生産量は約 722万トンで、このうち、二期作米は約 331万トンと年

間生産量の約 45%に達する。このことは他の地域でライスハスクの供給量が減る乾季であっても、

タイ中央部では相当量のライスハスクの供給が期待出来ることを意味している。 

 

表 3.4-2 タイ中央部の米生産量表 

1999年 2000年 2001年 2002年 平均

Uthai Thani 242,114 318,576 325,323 275,157 290,293

Chainat 755,762 782,760 916,290 1,001,971 864,196

Sing Buri 311,568 431,499 411,808 434,917 397,448

Lop Buri 385,854 402,678 491,069 456,782 434,096

Sara Buri 170,915 202,621 226,612 281,786 220,484

Ang Thong 241,757 362,634 443,652 429,369 369,353

Suphan Buri 1,378,639 1,249,246 1,369,843 1,411,101 1,352,207

Ayutthaya 602,162 646,330 804,765 804,638 714,474

Kanchanaburi 223,196 217,142 233,641 237,281 227,815

Nakhon Pathom 457,391 439,164 444,017 443,275 445,962

Nontaburi 170,015 160,239 176,540 153,839 165,158

Pathum Thani 426,713 383,728 424,267 463,557 424,566

Pranakhon (Bangkok) 86,845 114,396 146,504 149,753 124,375

Samut Sakhon 27,815 23,576 20,142 17,548 22,270

Samut Prakarn 67,472 47,046 64,160 51,869 57,637

Samut Songkhram 3,125 4,584 3,661 2,200 3,393

Ratchaburi 296,265 280,015 308,327 335,385 304,998

Phetchaburi 218,740 274,201 277,183 229,149 249,818

Prachuap Khiri Khan 19,917 29,938 35,733 41,895 31,871

合計 6,086,265 6,370,373 7,123,537 7,221,472 6,700,414

県名
年度別生産量 (トン)

出典：Office of Agricultural Economics, Ministry of Agriculture and Cooperatives
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（３）ライスハスクの供給量 

タイ農業協同組合省農業経済局から聴取したところでは、ライスハスクの発生量に関しては、

公表された統計資料は存在しておらず、正確な数値を把握することは困難とのことである。し

かしながら、農業経済局によれば、ライスハスクは重量比で籾の総重量の約 23～26%を占めてお

り、ライスハスクの発生量を推測する事は可能である。 

すなわち、2002年のタイ全土の米生産量が約 2,525万トンであることから、少なくとも約 580

万トンのライスハスクが発生したと推測される（2,525万トン×23% = 580万トン）。1999年～

2002年の 4年間では年間 530～620万トンのライスハスクが発生し、4年間の平均では約 578万

トンとなる。 

プロジェクトサイトのある Ratchaburi 県単体で見ると、1999～2002 年の 4 年間で 64,000～

77,000トンのライスハスクが発生し、4年間平均では約 70,000トンに過ぎないが、タイ中央部

19県の合計では 1999～2002年の 4年間で 140～166万トン、平均で年間約 154万トンのライス

ハスクが発生しており、Ratchaburi 県の近隣県を含めれば、ライスハスクの供給量は豊富に存

在していると考えられる。 

表 3.4-3 タイのライスハスク発生量の推定表 

乾季 997,177 乾季 1,185,821 乾季 1,392,767 乾季 1,293,567 乾季 1,217,333

雨季 4,373,604 雨季 4,551,325 雨季 4,806,668 雨季 4,515,181 雨季 4,561,695

通年 5,370,781 通年 5,737,146 通年 6,199,435 通年 5,808,748 通年 5,779,028

乾季 524,758 乾季 614,663 乾季 710,023 乾季 762,053 乾季 652,874

雨季 875,083 雨季 850,523 雨季 928,390 雨季 898,885 雨季 888,220

通年 1,399,841 通年 1,465,186 通年 1,638,413 通年 1,660,938 通年 1,541,094

乾季 28,458 乾季 23,107 乾季 29,682 乾季 38,301 乾季 29,887

雨季 39,683 雨季 41,296 雨季 41,233 雨季 38,838 雨季 40,263

通年 68,141 通年 64,403 通年 70,915 通年 77,139 通年 70,150

平均

タイ全体

中央部

Ratchaburi県

地域
1999年 2000年 2001年 2002年

年度別発生量　(トン)

 
（注）本表の数値は、Office of Agricultural Economicsの米生産量統計をベースにした推測値で

ある。 

 

（４）ライスハスクの需要量 

従来、タイでは発生したライスハスクの 70%程度は投棄されたり野積みにされており、残る 30%

程度しか利用されていなかった。主な利用方法は、精米所及び工場の動力源や稲の乾燥用の蒸

気製造用及び家庭用燃料が 25%程度、レンガ製造用燃料が 1～2%程度、養鶏場の敷材用が 1～2%

程度などであった。 

しかしながら、1992 年に施行されたエネルギー保護促進法に基づき、発電公社(EGAT)が SPP

から電力を積極的に購入する方針を発表して以降、ライスハスクを燃料の一部に利用する SPP

が設立され、最近ではライスハスクの需要が高まっている。 
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エネルギー省エネルギー政策計画局(EPPO/Energy Policy and Planning Office)によれば、2004

年 11月現在で、ライスハスクを燃料として使用している SPP は 15箇所(13 社)あり、その内 4

箇所がタイ中央部に位置している。 

SPP各社から個別に聴取した発電量ベースでのライスハスク利用率と、そこから計算したライ

スハスクの年間使用量を表 3.4-4にまとめた。年間使用量については、プラントの稼働率を 100%

とし、発電に必要なライスハスクの量を 9,800トン/MWとして計算している。実際には、プラン

ト稼働率は 85～90%程度と推定されるが、本プロジェクト実施に必要なライスハスクの供給量を

想定する意味で、あえて保守的に計算した。 

 

表 3.4-4 SPPで利用されていると想定されるライスハスク量 

所在県
発電能力

(MW)
ライスハスク
利用率

ライスハスク
年間使用量
(トン）

1 Thai Power Supply (1) Chachengsao 47.4 45% 209,034

2 Thai Power Supply (2) Chachengsao 10.4 45% 45,864

3 PRG Agriculture Pathumthani 9.0 85% 74,970

4 Bio-Mass Power Chainat 6.0 15% 8,820

5 Roi-At Green Roi-At 9.9 40% 38,808

6 Satuk Bio-Mass Burirum 9.8 20% 19,208

7 Thai Power Supply (3) Chachengsao 3.0 45% 13,230

8 A.T. Bio Energy Pichit 22.5 35% 77,175

9 Phukhaew Bio Power Chaiyaphoom 56.9 15% 83,643

10 Bua Yai Bio Power Korat 73.0 20% 143,080

11 Chonnabot Power Lop Buri 18.0 30% 52,920

12 U-Thong Bio-Mass Suphan Buri 6.0 25% 14,700

13 Thai Seri Engineering Kamphaengpet 6.0 20% 11,760

14 Advance Bio Power Burirum 9.8 35% 33,614

15 Mitpol Sugar Suphan Buri 40.0 30% 117,600

327.7 944,426

会社名

合計  

（注）本表は、EPPOより入手した SPPの概要データをベースに、SPP各社よりヒアリング

したライスハスク利用率を用いて、ライスハスクの年間使用量を算出したものである。 

 

SPP 15 箇所のライスハスクの平均利用率は約 30%で、ライスハスクの想定年間使用量は約 94

万トンである。これは、2002 年にタイ全土で発生したライスハスク約 580 万トンの約 16%に相

当する。 

タイ中央部には、Pathumthani県の PRG Agriculture社、Chainat県の Bio-Mass Power社、Lop 

Buri県の Chonnabot Power社、Suphan Buri県の U-Thong Bio-Mass社、同じく Suphan Buri県

の Mitpol Sugar社の合計 5社の SPPがある。これら 5社の総発電能力は 79.0MWで、ライスハ

スクの想定年間使用量は約 27 万トンとなり、これは 2002 年にタイ中央部で発生したライスハ

スク約 166万トンの約 16%に相当する。 
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前述の通り、従来のライスハスクの利用率は 30%程度であり、それに SPPによる発電用の需要

を加えても、全ライスハスク発生量の 50%程度は依然として投棄あるいは焼却処分されている計

算になり、新規需要が発生しても十分な供給量は存在すると考えられる。 

本プロジェクトで想定している、ライスハスクの必要量は“ 3.7 バイオマス発電設備設計の見

直し” で後述するように、年間 64,300 トンであることから Ratchaburi 県内のライスハスクだ

けで供給を賄うには、同県内のライスハスクの大部分を確保しなくてはならないことになって

しまう。しかしながら、タイ中央部全体で見れば、ライスハスクの年間発生量が 140 万トン以

上あり、その半分の 70万トンが新規供給に回せる可能性を考慮すれば、プロジェクト実施に必

要なライスハスク量を確保することは十分可能であると考えられる。 

41 



3.4.3 ライスハスクの価格動向 

（１）現状 

Rice Mill Association によれば、ライスハスクの主な需要家は、前項で述べた通り、これま

ではライスハスクをそのまま焼却して燃料として使用する精米所、工場及びレンガ製造業者、ま

たは敷材として利用する養鶏場などであり、需要はライスハスク発生量の約 30%程度であった。 

精米所の場合は、自社の精米所で発生したライスハスクをそのまま燃料として用いるため、購

入価格はゼロである。これに対して、精米所以外の工場やレンガ製造業者、及び養鶏場の場合は、

他所の精米所からライスハスクを買い付ける必要があり、過去 5 年間の調達コストは 350 ～

500Baht/tで推移していた。 

ところが、最近では SPPがライスハスクを燃料として使用する発電所を建設し、ライスハスク

を大量に買い付け始めたことから価格が上昇しており、Rice Mill Association によれば、現在

の価格レベルは 700Baht/t前後に急騰している。 

SPP 全体が買い付けているライスハスクの量は、ライスハスク発生量の約 16%程度と推定でき

るため、SPP が買い付けを行ったとしても、ライスハスク発生量の 50%以上は依然として投棄ま

たは焼却処分されていると考えられる。半数以上のライスハスクが使用されずに投棄・焼却され

ているにもかかわらず価格が上昇している背景としては以下のようなことが考えられる。 

・タイにはライスハスクの専門流通業者が存在していないため、需要家は個別に精米所とライ

スハスクの調達に関する交渉を行わなければならない。 

・大部分の精米所は規模が小さく、大量買い付けに対応するだけの量を供給できる精米所の数

が限られている。 

・そうした一部の大規模精米所に多くの需要家が集まっていることが、現在の価格の急騰を招

いているものと考えられる。 

SPP の中でも、精米所を本業としている企業や、自社のグループ会社に精米所を有しているよ

うな企業の場合は、長期的に安定した価格での調達を確保している。実際、直接 SPPにライスハ

スクの購入価格のヒアリングを試みたところ、情報開示に応じた Thai Power Supply 社及び PRG 

Agriculture社の購入価格は、いずれも 400～500Baht/tと安定しているが、両社は精米所を関係

会社に持っており、当該精米所と長期的な買い付け契約を締結しているためと考えられる。 

 

（２）ライスハスクの価格見通し 

Thai Rice Mill Association では、ライスハスクの広汎かつ効率的な流通システム(収集/運

搬など)が確立されなければ、ライスハスクの供給は、引き続き特定の精米所に依存せざるを得

ず、ライスハスクの価格は徐々に上昇していくと見ており、800～1,000Baht/t になる可能性も

あるとしている。 

Thai Power Supply社及び PRG Agriculture社でも、今後米の生産量が少なくライスハスクの

発生量が少ない年が出てくれば、自社グループ以外の精米所からライスハスクを購入しなけれ

ばならなくなり、その場合は現在の購入価格を維持出来ないと考えている。 

両社では、将来的に他所の精米所から購入する場合は、700～1,000Baht/t 程度になると推測

している。 
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3.4.4 ライスハスクの価格設定 

以上のように、現状では 700Baht/tであるが、将来的には 700～1,000Baht/t程度の価格を予想

せざるを得ない状況であることがわかった。需要の増大に合わせてライスハスクの流通システム

も整備されていくとは思われるが、それを期待して 400Baht/t でプロジェクトの採算性を算出す

るのには無理がある。 

したがって、本プロジェクトのライスハスクの購入価格は 700～1,000Baht/t の中央値である

850Baht/tとする。 

一方、ライスハスクの購入先は Rajburi Sugar Co., Ltd.になるべく近い精米工場とし、表 3.4-5

及び図 3.4-1に示すように同社から 100km圏内を想定している。 

運搬距離は平均 100kmとし、運搬費として 60Baht/t（バガスの運搬費を準用）を加算して最終

的なライスハスクの購入価格は 910Baht/tと設定する。 

 

表 3.4-5 ライスハスク購入先候補地域表 

対象県名 
米生産高 

（t/年） 

ライスハスク量

（t/年） 

Ang Thong 369,353 84,951 

Suphan Buri 1,352,207 311,008 

Ayutthaya 714,474 164,329 

Kanchanaburi 227,815 52,397 

Nakhon Pathom 445,962 102,571 

Nontaburi 165,158 37,986 

Pathum Thani 424,566 97,650 

Pranakhon (Bangkok) 124,375 28,606 

Samut Sakhon 22,270 5,122 

Samut Prakarn 57,637 13,257 

Samut Songkhram 3,393 780 

Ratchaburi 304,998 70,150 

Phetchaburi 249,818 57,458 

合 計 4,462,026 1,026,265 

（注）ライスハスク量は米生産高×23%で求めた。 
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図 3.4-1 プロジェクトサイトと近隣県の位置関係地図
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3.5 ライスハスクの灰の売却額調査

本プロジェクトではライスハスクの燃焼灰を売却し、副収入を得ることによって事業収益を改善

することを検討している。 

ライスハスクを焼却すると、重量にしてライスハスクの 19%程度の灰が生成される（昨年度報告書

の添付資料参照）。ライスハスクの焼却灰は、製鉄の過程で不純物を吸着させて取り除いたり、セメ

ントに混合してその強度を高めるために用いられるなど再利用が可能である。 

また、ライスハスクの焼却灰には、二酸化ケイ素(SiO2/通称シリカ)が豊富に含まれることから、

シリコン原料などの使途も可能性として考えられるが、現在のところ、タイではそうした分野への

利用は図られていないようである。 

Thai Cane and Sugar Co., Ltd.及び Thai Rice Mill Association からの情報によると、ライス

ハスクの燃焼灰の売却価格については以下の通りである。 

・灰の価格は質によって変わる。バンコク港での FOB price（本船渡し値段）は、高品質なもので

US$130/ｔ、低品質なもので US$100/ｔである。 

・質とはシリカの量のことで、シリカの量が増えれば価格は上がる。 

・売却するには完全燃焼する必要がある。 

また、SPP各社からのヒアリングの結果、13社の内、少なくとも Thai Power Supply社と Phukhaew 

Bio Power社の 2社はライスハスクの焼却灰を販売していることが判明しており、本プロジェクトを

実施するに際して、プロジェクトの採算性を向上させるためにライスハスクの焼却灰を販売するこ

とは十分可能と考えられる。 

両社とも主な販売先は韓国と台湾の製鉄所で、焼却灰をコンテナに詰めて輸出している。Thai 

Power Supply社によれば、販売価格は FOBベースで 4,000Baht/t（＝US$103/t）以上、Phukhaew Bio 

Power社の場合は 4,000～5,000Baht/t（＝US$103～129/t）である。 

以上の情報を総合的に勘案し、ライスハスクの燃焼灰の売却価格は US$100/ｔと設定する。 
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3.6 アルコール工場の概略設計
3.6.1 タイのエタノール事情 
本プロジェクトでは熱の有効利用を図るため、図 3.6-1に示すように、発電用蒸気（具体的には

吸い込みファンを駆動させるためのタービンに用いた 7t/h の蒸気）とバイオマス発電で得られた

電力の一部である 0.36MW をアルコール工場に供給する計画を立てている。ただし、アルコール工

場については現在では存在しないが、新たに誘致することを前提としていた。 

本プロジェクトのバウンダリー

0.1barG  44.5t/h

33barG
trash 425℃

26.3t/h 60t/h 44.5t/h 8MW（売電）

15.5t/h

排気ガス
煙突へ 所内電力

8t/h
1.28MW

7.5t/h
  0.36MW

0.5t/h

燃料
電力
蒸気
排気ガス

IDF：吸い込みファン

ボイラー
ター
ビン

発電機
9.64MW

 

復水器

T IDF

アルコール工場

新発電所
電気集塵機

電力会社

平日・昼間の場合

8.5t/h

1.5barG  7t/h

図 3.6-1 本プロジェクトのシステム概要図（案）

ところが今般、Rajburi Sugar Co., Ltd.の話によると、タイ国政府はエネルギー政策の一環と

してガソリンに混ぜるエタノールを複数の製糖工場等に製造させる方針を打ち出し、同社にも申し

入れがあったとのことである。この要望に対し、同社は応諾し、2004年 9月 1日にアルコール製造

の認可を受けたとのことである。 

タイのアルコールに関するエネルギー政策について、国家エタノール委員会にヒアリングした結

果は以下のようであった。 

(1) エタノール製造については砂糖工場のモラセス（廃糖蜜）を原料にしたものが最優先である。

他の作物に比べてエネルギー的なポテンシャルが高いからである。また、砂糖の価格が下がっ

ており、エタノール等の他の物質に変換しようという方向性もある。 

(2) サトウキビ以外のエタノール原料としてはキャッサバがあるが、砂糖工場に重点を置き、優

先的にエタノール製造のライセンスを与えている。 

(3) ライセンスを与えたエタノールプラントは、2002 年に 6 施設、その後 2 施設、今回（9 月 1

日）16施設で、計 24施設になる。 

(4) 国の設定した 2006年における目標は 300万 L/日である。10％のエタノールを混入する場合（ガ

ソホール）、ガソリンの消費量が増えれば必要となるエタノール量も増える。 

(5) 輸出もするだろう。需要は大きい。 

(6) （需要が大きすぎる場合はどうするのか？という質問に対して）市場の動向（企業）に任せ
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ることになるだろう。サトウキビ増産等によるサトウキビ利用の促進は図る。 

(7) （エタノール導入促進のための補助金は？という質問に対して）補助金はない。優遇税制措

置のみである。 

(8) （ガソリンに混入する場合、エタノールの品質に関する基準はないのか？という質問に対し

て）基準を作ろうとしている。 

(9) （ノルマで義務づけることはしないのか？という質問に対して）ブラジルは十分ポテンシャ

ルがあったから義務量を設定してエタノール製造を促進した。タイは施設等が十分ないからイ

ンセンティブによって促進する。 

以上のことから Rajburi Sugar Co., Ltd.のエタノール生産量に応じて、このエタノール工場の

設計を月島機械株式会社に依頼した。Rajburi Sugar Co., Ltd.の想定しているエタノール生産条

件は以下の通りである。 

(1) 原料は年間 50,000t（Caneの 5%）のモラセスを使用する。 

(2) エタノールの生産量は年間 12,500kl（エタノール生産割合はモラセス 1t 当たり 0.25kl）で

ある。 

(3) これを 300日／年で生産する。 

(4) モラセスは 7つのタンクに貯蔵して使用する。 

(5) 非製糖期はボイラー1基を稼動させて蒸気と電気を作り、エタノールを生産する。 

(6) 運開当初の 2007年は 50kl/日のキャパシティでスタートし、その後、100kl/日に増強する。 

以上の条件の下にアルコール（エタノール）生産工場の設備設計を行う。
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3.6.2 エタノール製造の基本原理 

（１）酵母発酵によるエタノール製造基本原理 

生物のエネルギー源として最も広く利用される炭水化物を構成するブドウ糖の分解は、動植物

や微生物に共通した経路である。酵母による代謝には好気発酵と嫌気発酵があり、前者の場合、

基質は炭酸ガスと水に酸化される。グルコースの場合、以下のように 1 モルのグルコースは、6

モルの炭酸ガスと水に分解される。 

C6H12O6＋6O2→6CO2＋6H2O 

酵母の増殖工程においても、好気的な増殖を行う。嫌気発酵は、無酸素条件（嫌気条件）での

代謝であり、この場合グルコース等の基質は解糖系を経てピルビン酸までしか酸化されず、生物

種によってその後エタノール、乳酸、酢酸等に変換される。アルコール発酵は発酵性の糖があり

嫌気状態にあると、以下のようにエタノールと炭酸ガスを生じる。 

C6H12O6→2C2H5OH＋2CO2

理論上 180gのグルコースから 92gのエタノールと 88g の炭酸ガスを生成する。しかし、実際

にはエタノール収量は理論値の 90～95%止まりで、発酵条件により基質の一部は、菌体の増殖や

他の生成物に変換される。 

 

（２）発酵原料 

モラセスの一般的な組成、性状は表 3.6-1に示す通りである。 

 

表 3.6-1 モラセスの組成、性状表 

発酵性糖分 
（wt.%） 

水分 
（wt.%） 

固形分 
（mg/L） 

粘度 
（mPa･s） 

45～55 20～30 ～30 ～60,000 
 

モラセスの発生量は、一般的に処理するサトウキビ重量に対して 3～7%発生する。ただし、上

記の組成、性状及び発生量に関しては、各製糖工場によって変動する。 
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（３）製造方法 

エタノールの生産プロセスは発酵／濃縮／蒸留／脱水（燃料用）で構成されている。この中で

発酵法については、使用する菌体または回分法／連続法により表 3.6-2のように区分される。以

下の記述では、繰返し回分法をベースとした一般的なデータを採用する。 

表 3.6-2 エタノール製造法の比較表 

名 
称 発酵方法 長  所 短  所 

 
回
分
法 

培養にて増殖された酵母、ある
いは外部より調達した酵母を発
酵ごとに培地に投入し行われる
発酵方法である。 

酵母をリサイクルしないた
め、アルコール濃度を高くす
ることが可能である。生産の
変動、工程変化に対応しやす
い。 

発酵初期から酵母濃度を高く
することが困難で、生産性を
上げにくい。設備も多く、作
業負荷も高い。発酵のバッチ
ごとに酵母を作製するため菌
体の廃棄量が多い。 

 
繰
返
し
回
分
法 

凝集性酵母を使用し、発酵終了
後静置し、凝集菌体を沈殿させ
上澄の発酵液を取り出した後、
新たな糖液を添加して次の発酵
を行う方法である。 

簡便に発酵中の酵母濃度を
高めることが可能なため、発
酵生産性が高い。凝集性の強
い酵母菌株を使用するため、
菌体分離に遠心分離機等の
装置や酵母の酸処理等が不
要である。菌体を繰返し使用
するので、菌体廃棄量が少な
い。 

同一菌体を無処理で繰返し使
用するため、微生物汚染に配
慮した設備設計・運用設計が
必要となる。 

改
良
メ
ル
ボ
ア
法 

回分発酵終了後、遠心分離機な
どを利用して酵母部分と清澄部
分とに分離する。清澄部分は蒸
留工程に、酵母分は硫酸などに
よる酸処理を行った後、新たな
糖液に添加して次の発酵を行
う。 

発酵中の酵母濃度を高める
ことが容易であり、発酵生産
性が高い。 
培養設備の必要性は薄い。 

発酵終了液からの菌体分離に
遠心分離機等の装置と酸処理
用の酵母タンクの設置が必要
となる。全体として設備が増
えて所要動力が大きく、作業
負荷が高い。菌体の活性管理
が必要である。 

 
 
連
続
発
酵
法 

発酵槽数基をシリーズ状に連結
し糖液を第 1槽に連続的に添加
しオーバーフローした発酵液を
逐次、次の発酵槽に流入させる。
最終槽のオーバーフロー分から
酵母を遠心分離機などで分離
し、清澄液を蒸留工程に移すと
ともに、酵母の一部を処理して
第 1槽に添加して連続的に発酵
を行う方法である。 

発酵中の酵母濃度を高める
ことが容易であり、発酵生産
性が高い。 
作業負荷を抑えやすい。 
省設備、所要動力も比較的抑
えやすい。 

発酵終了液からの菌体分離に
遠心分離機等の装置と酸処理
用の酵母タンクの設置が必要
となる。 
糖液の流入速度の調整及び発
酵タンクの微生物コントロー
ルが難しい。 

 

（４）留意点 

一般的にモラセスは、おおよそ同量の水にて希釈した後、発酵槽へ供給される。希釈後のモラ

セスは雑菌による汚染や腐敗がしやすい液体であり、ひとたび汚染されると糖成分の欠損が生じ

るだけでなく、後段の発酵設備でコンタミ要因となる。したがって、原料調合のプロセスから発

酵工程に至るまで微生物汚染されにくい設備の構築、及び適切な設備洗浄を実施して系内の微生

物汚染を最低限に抑える必要がある。 

49 



 

3.6.3 設備設計 

（１）設備概要 

アルコール製造プロセスの構成は、以下の通りである。アルコール製造に関する参考文献を添

付資料 11～17に示す。 

 

ａ．酵母増殖工程 

酵母増殖工程は、フラスコで純粋培養された酵母を発酵槽での発酵スタートに必要な菌体量

まで増殖させる工程である。寒天斜面培地にて冷蔵保存された菌株を希釈糖蜜培地で純粋培養

し、スケールアップして用いる。純粋培養された酵母は増殖タンクの糖液に無菌的に接種され

る。酵母を安定して増殖させるためには酵母以外のバクテリアが存在しない糖液が必要である。

このため、タンクに所定の液量を取り切ると直ちに加熱蒸煮殺菌を行う。殺菌後、糖液は外部

散水冷却またはタンクジャケットの冷水循環などにより発酵適温まで冷却される。所定温度ま

で冷却が完了するとフラスコ培養した酵母を無菌的にタンク内部に投入し増殖工程を開始させ

る。酵母増殖工程によって発生する熱は、タンクジャケットの冷水循環によって発酵至適温度

で冷却管理する。 

 

ｂ．糖濃度調製工程 

原料を酵母増殖、及び発酵工程に適した濃度になるように希釈混合調整し、所定のタンクに

原料を投入する工程である。原料となるモラセスは、酵母による発酵を最適に行うためには窒

素源が不足するため、原料希釈の段階で助成剤を同時に添加する。 

 

ｃ．発酵工程 

発酵工程については、回分式を以下に記載する。 

増殖した酵母に糖液を添加してエタノール発酵をさせる工程である。発酵に必要な時間は一

般的には 36～48時間必要とされている。しかしながら酵母及びプロセスを選択することにより

24 時間程度にまで短縮することも可能である。発酵は酵母菌体の代謝により大量の発酵熱が発

生する。そのために内部攪拌目的を兼ねた外部循環冷却により発酵熱の除去を行う。高温多湿

であるタイの地域性のためにクーリングタワー程度の冷却設備では必要冷水温度まで冷却でき

ないため、冷凍設備で冷水冷媒を作り熱交換を行う。発酵工程では多量の炭酸ガスも発生する。

この炭酸ガス発生により発酵液は激しく泡立ち、タンク上部よりあふれる懸念があるため、消

泡剤を散布し、泡立ちを一定以下に抑える必要がある。 

 

ｄ．濃縮設備 

モラセスを原料として発酵した後、濃縮工程に供給される。エタノールは、この工程で各缶

からベーパーとして回収され、約 30%のエタノール溶液となる。この回収したエタノール溶液は

次工程の蒸留塔に供給される。濃縮された発酵液は、固形分濃度として約 30～40%となり液肥用

の原料として貯留タンクに移送される。 
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ｅ．蒸留工程 

本工程では燃料用アルコールの規格までエタノール純度を高めるために濃縮、精留を行う。

モラセス発酵液の濃縮工程から回収されたエタノール水溶液は、蒸留塔供給タンクより濃縮を

目的とした第 1の蒸留塔に供給される。共沸点近くの約 95%まで濃縮されたエタノールは含有す

る不純物成分の除去を行う精留塔に供給される。具体的にはフーゼル油及び低沸点成分である

低級アルコール成分やエステル成分を順次除去して純度を高めている。 

 

ｇ．脱水設備 

燃料用エタノールは、燃料の層分離やエンジン本体の腐食の原因となる水分を 5,000ppm以下

にする必要がある。しかし、エタノール－水系の気液平衡は 95wt%で共沸となるため、通常の蒸

留ではその濃度以上の濃縮は行えない。目的の濃度まで蒸留方式で濃縮する場合、気液平衡の

改良しかなく、この改良法には圧力を変化させる方法、第 3 成分を添加する方法（抽出蒸留、

共沸蒸留、塩添加法）がある。第 3 成分を添加する方法は、共沸点ではエタノールと水と第 3

成分を塔頂から排出させるために、第 3 成分を除去する塔がさらに必要となり、蒸気消費量も

多くなる。また、第 3成分となる薬品の使用は、エネルギー、経済面のデメリットが生じる。 

したがって、最近ではモレキュラーシーブを使用した吸着方式を採用することが多くなって

いる。モレキュラーシーブとは、分子ふるい効果を利用して水を吸着するものである。使用す

る吸着剤は合成ゼオライトであり、3オングストローム（Å）のいくつもの孔が開いている。水

分子の直径は約 2.5Åであり、一方エタノール分子は 4Åである。したがって、水分子はゼオラ

イト中の孔に取り込まれ、エタノール分子はゼオライトの充填層を通過する。このような原理

で、エタノール－水混合系から水のみを除去する。 

蒸留塔からのアルコール蒸気は 2塔式の吸着塔で無水化処理する。2塔のうち 1塔が吸着、他

の 1 塔が脱着を行い、切り替えを行いながら、連続で操業する。脱着は操作圧力を下げ、アル

コール蒸気の熱で脱着を行い、脱着後の水を含む濃縮エタノールは、濃縮塔に供給され再度濃

縮される。脱水されたエタノールは製品貯槽に貯められて燃料用エタノールとして出荷される。 

 

（２）プロセスフロー 

アルコール製造プロセスのブロックフローを図 3.6-2に示す。 

 
33℃ 24～48hr 

24～48hr
33～35℃

99.5 wt.% 
99.6 vol.% 

発　酵 濃　縮 蒸　留 脱　水モラセス エタノール

酵母

糖濃度
調整

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6-2 エタノール製造プロセスフロー図 
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（３）設備構成 

プロセスを構成する設備と主要機器を表 3.6-3に示す。 

 

表 3.6-3 設備機器一覧表 

No 設 備 主要機器 
① 酵母増殖設備 酵母増殖タンク、ポンプ、ブロワー 
② 糖濃度調整設備 ラインミキサー、ポンプ 
③ 発酵設備 発酵槽、攪拌機、冷却器、ポンプ 
④ 濃縮設備 濃縮器、コンデンサー、廃液タンク、ポンプ 
⑤ 蒸留設備 蒸留塔、リボイラー、コンデンサー、ポンプ 
⑥ 脱水設備 吸着塔、タンク、ポンプ 
⑦ 製品貯蔵設備 製品貯蔵タンク、ポンプ 
⑧ ユーティリティ設備 クーリングタワー、チラーユニット、コンプレッサー 
⑨ CIP設備 タンク、ポンプ 
⑩ 薬品受入設備 薬品受入タンク 

 

（４）設定条件 

以下に、メーカーによるプラントの設定条件及びこれらから導かれる必要蒸気量と電力量を示す。 

 

ａ．設定条件 

・ エタノール生産容量  50 kl/日 （無水エタノールの比重は 0.794） 

・ エタノール濃度    99.5 wt.% (99.6 vol.%) 

・ 運転要員          50 人 

・ 稼働日数           300 日／年間 

 

 表 3.6-4 原料及びユーティリティ原単位表   （月島機械（株）設計値より） 

区 分 項 目 設定条件 原単位（エタノール 1t 
100%相当） 

原料 モラセス 発酵製糖分 50 wt.% 4,348 kg 
硫安 もしくは尿素 2 kg 
消泡剤 － 2 kg 

ケミカル 

その他 苛性ソーダ、硝酸 
プロセス水 － 1,000 kg 
蒸気 120℃ , 0.3 MPaG 3,800 kg 
電気 380 V , 3 Phase , 50 Hz 200 kWh 

ユーティリティ 

その他 冷却水(32℃)、冷水(7℃)、温水(90℃)、計装空気
 

表 3.6-4において、100%の無水エタノールを 1t-e（t-eはエタノール重量トン）製造するために

必要なモラセス量は反応式から以下のように求めている。 

C6H12O6→2C2H5OH＋2CO2
  180g     92g 
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モラセスの水分率を 50%とし、生産効率を 90%とすると、1t-eのエタノールを得るのに必要なモ

ラセスは以下のようになる。 

1t-e×（180g÷92g）÷50%÷90%＝4.348t-m（t-mはモラセスの重量トン） 

Rajburi Sugar Co., Ltd.の設計では当初は 50kl/日のエタノール生産を計画しているとのことで

あるから 1日当たりの必要モラセス量は以下のようになる。 

50kl/日×0.794×4.348t-m/t-e＝173t-m/日 

一方、Rajburi Sugar Co., Ltd.の対 Cane当たりのモラセス比率は 5%であるから平均の Cane収

穫量である 863,200t-c/年（t-cは Caneの重量トン）からは 863,200t-c/年×5%＝43,160t-m/年の

モラセスが得られる。したがって、この場合のエタノール工場の稼働日数は以下のようになる。 

43,160t-m/年÷173t-m/日＝250日 

また、時間当たりの必要蒸気量と電力量は表 3.6-4に示すメーカー設計値より、以下のように求

められる。 

3.8t-s/t-e×50kl/日×0.794÷24h＝6.3t/h 

0.2MWh×50kl/日×0.794÷24h＝0.33MWh 

蒸気量についてはロス分を含め、電力量については照明等も考慮して 10%分を上乗せし、それぞ

れ以下のように設計する。 

6.3t/h×110%＝7t/h 

0.33MWh×110%＝0.36MWh 
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3.7 バイオマス発電設備設計の見直し 

（１）設計条件 

昨年度の調査結果をベースにして本年度分を加味し、本プロジェクトの設備設計を以下のよ

うに見直す。見直し後の設備設計の前提条件を以下に示す。 

・サトウキビの収穫高は Rajburi契約農家の 1999～2003年の過去 5年間における平均収穫

量である 863,200t-c/年（t-c は Cane の重量トン、100t-c 未満は切り捨て）とする（最

低は 755,400t-c/年、最高は 1,043,400t-c/年）。 

・Rajburi製糖工場では 9,880t-c/日のサトウキビを処理している実績があるので、製糖期

間は 863,200t-c/年÷9,880t-c/日＝87 日間とする（Rajburi 製糖工場の 2003 年実績に

よると、95日間で処理した Cane量は 938,675t-c/年であった）。 

・Rajburi製糖工場に隣接する敷地に 10MW規模のバイオマス発電所を新設する。 

・設備条件は Rajburi 周辺の水が硬水であることを考慮し、ボイラーで使用する蒸気の条

件は圧力 33barG、温度 425℃とする。 

・昼間は 8MW、夜間は 6MW（昼間の 75%）を EGATに売電する。ただし、日曜、祝日は 24時

間 6MW の売電を行う。これは平日の夜間と休日は電力需要が低いことを考慮し、平均的

には平日・昼間の 75%程度を売電すると想定したものである。 

・製糖期の燃料は主に trash、非製糖期はライスハスクを購入してバイオマス発電を行う。 

・trash 利用に関してはサトウキビ畑の地力低下を招かないように考慮する。新発電所で

発生する trashの燃焼灰はサトウキビ畑に肥料として還元する。 

・trash はサトウキビ畑で Cane が収穫された後、畑に撒き散らされているものをロールベ

ーラでロール状に丸め、トラックで運搬して新発電所敷地に搬入する。 

・本プロジェクトは現地に SPC(Special Purpose Company：特別目的会社)を設立して実施

する。SPC は新たにロールベーラ 1 式（トラクタ、ツインレーキ、ロールベーラ、フロ

ントローダ）を購入して、農家に無償で貸し出す。 

・供給水は Rajburi 製糖工場が取水している地下水から追加取水し、排水は同工場排水に

追加放流する。 

・Rajburi製糖工場の設備改造はしない。 

・熱の有効利用のために、蒸気の一部をアルコール工場に供給する（アルコール工場は本

プロジェクトのスコープ外）。 

・アルコール工場では Rajburi 製糖工場の廃糖蜜を原料としてエタノールを醸造する。

Rajburi 製糖工場で発生する廃糖蜜は Cane の 5%（Rajburi製糖工場からの情報）である

から 863,200t-c/年×5%＝43,160t-m/年（t-mは廃糖蜜の重量トン）とする。供給蒸気量

はメーカー設計値である 7t-s/h（t-sは蒸気の重量トン）とする。 
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（２）バイオマス燃料の確保 

本プロジェクトで実施するバイオマス発電（一部、熱供給含む）の燃料調達方法については

既に“ 3.1 trash 収集方法の検討” の項で述べたようにロールベーラを用いて1セット当たり

76.6t/日の trashを収集する。 

また、畑から持ち出せる trash の割合は“ 3.3 trash の利用率の検討” で述べたように灌漑

地域で50%、非灌漑地域で30%と見込まれる。現在は収穫作業の軽減のために収穫前に火入れを

している農家もあるが、trash がよい収入源になると分かれば火入れをしないで Cane の収穫

作業をする農家も増えるであろう。たばこや籾殻焼却による飛び火が10%程度あるとのことで

あるので、この程度の trash の焼失はやむを得ないが90%程度の畑から trash を収集できると

仮定する。過去5年間の平均収穫量である863,200t-c/年から得られる trash量を以下に試算す

る。 

まず、サトウキビの部位の割合については昨年度の報告書でも引用した Kawashima et al. 

(2001)を基に trash量を求める。 

同文献には表3.7-1に示すようにタイ北東部にある Khon Kaen農場の9村19農場におけるサト

ウキビの部分別構成比率の平均値が記載されている。 

 

表3.7-1 サトウキビの構成部分ごとの構成比率および水分率表 

構成部分 構成比率（%） 乾燥重量率
（%） 

水分込みでの補
正構成比率(%） 

対 Cane当たりの
構成比率（%）

Stalk(Cane) 69.5 29.5 235.6 100 
Top 8.2 36.7 22.3 9.5 
trash 22.2 91.0 24.4 10.4 

合 計 100.0 － 282.3 119.9 
出典：Sugarcane Stalk as a Roughage for Dairy Cattle (Kawashima et al.) 

 

この結果に従えば、Cane 収穫量に対して Top（Cane top：梢頭部）は9.5%、trash は10.4%

が発生することがわかる。その水分率は Top で63.3%（乾燥重量率は36.7%）、trash で9%（乾

燥重量率は91%）である。したがって、畑に散逸しているこれら Top と trash は Cane100%に対

して水分含みで19.9%得られることになる。これら Top と trash の混ざった状態での水分率は

平均的には以下のようになると考えられる。 

100%－（8.2%＋22.2%）÷（8.2%÷36.7%＋22.2%÷91%）＝35.0% 

しかし、表3.2-3に示すように、実測した trash の水分率は23.5%程度である。ここで言う

trash とは Top 部分も混ざったものであるが、これは雨が少なければ数日後には乾燥が進み、

表3.2-3に示すように23.5%程度まで水分率が低下するものと考えられる。水分率が23.5%にな

った段階では対 Cane 当たりの比率は以下のように修正すべきである。 

19.9%×（100%－35.0%）÷（100%－23.5%）＝16.9% 

次に、畑から持ち出せる trash の量を試算してみる。Rajburi Sugar Co., Ltd.の契約して

いる農家のうち、灌漑地域は30%、非灌漑地域は70%であるからこれらの畑から trashをそれぞ

55 



れ50%と30%ずつを持ち出すと trash量全体に占める割合は以下のようになる。ただし、火入れ

等による焼失分を10%とする。 

（50%×30%＋30%×70%）×90%＝32.4% 

したがって、863,200t-c/年である Caneからは以下の trash量を見込むことができる。 

863,200t-c/年×16.9%×32.4%＝47,265t-t/年 

47,265t-t/年の trash を76.6t-t/日の処理能力があるロールベーラ1セットで87日間収集し

続けると以下の台数が必要となる。 

47,265t-t/年÷76.6t-t/日÷87日＝約7セット 

したがって、7セットのロールベーラで収集できる trash量は以下のようになる。 

76.6t-t/日×87日×7セット＝46,600t-t/年 
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（３）発電容量の設計 

10MW 規模のバイオマス発電設備を運転する際に必要な所内電力は、昨年度の報告書に示す

ようにメーカー設計値によると、1.28MW である。また、アルコール工場で消費される電力は

0.36MW である。したがって、売電の8MW 以外に1.64MW の電力を余分に発電するように設計す

る。これに必要な燃料を求めると表3.7-2のようになる。 

 

表3.7-2  本プロジェクト設備の設計条件表 

項  目 単位 設定値 備  考 
１．設備容量    
(1) 昼間    
・売電容量 MW ８．０  
・所内電力 MW １．２８ メーカー設計値 
・アルコール工場 MW ０．３６ メーカー設計値 
・合計 MW ９．６４  
(2) 夜間    
・売電容量 MW ６．０ 昼間の 75% 
・所内電力 MW １．２８ 昼間と同じ 
・アルコール工場 MW ０．３６ 昼間と同じ 
・合計 MW ７．６４  

２．必要蒸気量    
(1) 昼間    
・必要蒸気量 t-s/h ４４．５ 9.64MW×4.08＋5.18（回帰式より）
・アルコール工場用蒸気 t-s/h ７．０ メーカー設計値 
・循環蒸気 t-s/h ８．５ メーカー設計値 
・合計 t-s/h ６０．０  
(2) 夜間    
・必要蒸気量 t-s/h ３６．４ 7.64MW×4.08＋5.18（回帰式より）
・アルコール工場用蒸気 t-s/h ７．０ 昼間と同じ 
・循環蒸気 t-s/h ８．５ 昼間と同じ 
・合計 t-s/h ５１．９  

（注）t-sは蒸気のトン数、t-tは trashのトン数を示す。 

 

次に、以上の蒸気量を trashの燃焼で生み出すための燃料量を求める。 

表3.2-3に示すように水分率23.5%の trash の熱量は高位発熱量が18,350kJ/kg、低位発熱量

が17,090kJ/kg であるからボイラーへ投入する際の熱量は以下のように求められる（熱量分析

は JIS M 8814に準拠）。 

18,350kJ/kg×（100%－23.5%）－2,512×（9×6.87%＋23.5%）＝11,894kJ/kg 

11,894kJ/kg÷4.1868J/cal＝2,840kcal/kg 

したがって、アルコール工場への7t/h の蒸気を含めて9.64MW の電力を生産するための

60t/hの蒸気を生み出す trash量は以下のようになる。 

60t-s/h×（784.4－131）kcal/kg÷85%÷2,840kcal/kg÷（100-2.5）%＝16.7t-t/h 

ここで、各数字の意味は以下の通りである。 

60t-s/h   ：昼間の必要蒸気量 
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784.4kcal/kg ：32.5barG、425℃の蒸気の持つエンタルピー（0.5barG降圧） 

131kcal/kg   ：復水のエンタルピー 

85%          ：ボイラー効率 

2,840kcal/kg ：trashの持つ熱量 

2.5%         ：ハンドリングや運搬の際にロスする trash率 

夜間についても同様に必要蒸気量である51.9t-s/h から求めることができるが、夜間につい

てはボイラー負荷率が87%程度であることから部分負荷による損失を3%程度勘案して求める。 

51.9t-s/h×（784.4－131）kcal/kg÷85%÷2,840kcal/kg÷（100-2.5）%÷（100－3）% 

＝14.9t-t/h 

以上のように、設備面からの必要燃料量から製糖期間中に収集する必要のある trash 量を

求めると表3.7-3のように、平日で381t-t/日、休日で358t-t/日となる。 

表3.7-3  本プロジェクト設備のための必要燃料表 

項  目 単位 設定値 備  考 
１．平日    
(1) 昼間    
・必要燃料量 t-t/h １６．７  
・時間数 h/日 １３．５ EGAT契約条件より 
・昼間燃料量 t-t/日 ２２５ 16.7t-t/h×13.5h/日 
(2) 夜間    
・必要燃料量 t-t/h １４．９  
・時間数 h/日 １０．５ EGAT契約条件より 
・昼間燃料量 t-t/日 １５６ 14.9t-t/h×10.5h/日 
(3) 合計 t-t/日 ３８１  
２．休日    
・必要燃料量 t-t/h １４．９  
・時間数 h/日 ２４  
・日燃料量 t-t/日 ３５８ 14.9t-t/h×24h/日 

（注）t-tは trashのトン数を示す。 

 

Rajburi 周辺におけるサトウキビ収穫期間は概ね1月～3月で、収穫期間である87日間には日

曜日が12日、祝祭日が2日あるので、休日を14日とすると、この間に必要となる燃料は以下の

ようになる（タイの祝祭日は昨年度報告書の添付資料の通り）。 

381t-t/日×73日＋358t-t/日×14日＝32,825t-t 

一方、収集する trash の全量は前述のように、46,600t-t であるから、32,825t-t との差、

13,775t-t はストックすることになる。ロール状にされた trash を野積みするとし、trash の

比重を 0.25とすると、ストックする trashの体積は以下のようになる。 

13,775t-t÷0.25t-t/m3＝55,100m3

この結果からストックヤードとしては、概ね 100m×110m×5m（高さ）程度が必要となるこ

とがわかる。このストックされた trash で発電できる期間は 1 週間の消費燃料が 381t-t/日×

58 



6 日＋358t-t/日＝2,644t-t/週であるから 5.2 週間、日数では約 36 日間と見積もることがで

きる。これは概ね 4月であるので、祝祭日は 4日間である。 

EGAT への売電は 330 日を計画しているので、残り 207 日はライスハスクを購入して売電を

継続する。 

ライスハスクの熱量は Rajburi Sugar Co., Ltd.からの情報によると 3,440kcal/kg である

ので、ライスハスクの trashに対する熱量比は以下のようになる。 

3,440kcal/kg÷2,840kcal/kg＝1.211 

したがって、trashの代替としてのライスハスク必要量は以下のようになる。 

平日：381t-t/日÷1.211＝314t-h/日（t-hはライスハスクの重量トン） 

休日：358t-t/日÷1.211＝296t-h/日 

また、207 日間における日曜は 30 日、祝祭日は 7 日であるので、休日は 37 日、平日は 170

日となる。このためのライスハスクの量は以下のようになる。 

314t-h/日×170日＋296t-h/日×37日＝64,332t-h/年（約 64,300t-h/年） 

以上をまとめると表3.7-4のようになる。 

表3.7-4  本プロジェクト設備設計のための設定条件一覧表 

項  目 単位 設定値 備  考 
１．Cane収穫量 t-c／年 863,200 過去 5年の平均収量 

２．製糖期間 日／年 87 収穫量÷9,880t-cane/日（製糖工場
の日当たりの Cane処理量） 

３．バイオマス燃料量    
 (1) trash（主に製糖期） t-t／年 46,600 ロールベーラは 7セットで収集 
 (2) ライスハスク等（非製

糖期） t-h／年 64,300 購入先は未定 

４．PEAへの売電日数 日／年 330 EGAT の買電条件（35 日間の定期点
検日数を除いた期間）より 

５．アルコール工場用蒸気量 t-s／h 7 廃糖蜜量は 43,160t/年（Cane の
5%）を仮定 

 

 

59 



（４）設備の詳細設計 

前述の設計条件と燃料条件に従う設備設計については昨年度と同様であるが、再度記載する。

また、システム概要を図3.7-1に示す。 

 

ａ．ボイラー 

・型式：Water tube boiler 

・燃焼方式：Traveling stoker with pneumatic spreader 

・燃料種別：trash、ライスハスク 

・定格主蒸気条件：33barG、425℃ 

・定格蒸気蒸発量：60t/h 

 

ｂ．タービン 

・型式：12段落衝動復水式 

・定格蒸気条件：32.5barG、425℃、46t/h 

・復水器蒸気条件：0.1barA、45.8℃ 

 

ｃ．発電機 

・型式：三相同期自励発電機 

・定格出力：12,500kVA 

・常用電圧：6.6kV 

・周波数：50Hz 
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図 3.7-1 設備設計に基づくシステム概要図 
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3.8 プロジェクトの領域、実施体制 

3.8.1 プロジェクトの領域 

本プロジェクトの領域は図3.8-1に示す通りである。 

・サトウキビ畑の trash を Cane 収穫作業が終わった後、ロールベーラで収集し、トラック

で新設発電所に運搬する。 

・非製糖期はライスハスクを精米工場から購入し、新設発電所に運搬する。 

・これらの燃料をクラッシング装置で破砕し、ボイラー燃料にして 60t/h の蒸気を生産し、

9.64MWのバイオマス発電を行う。 

・9.64MW のうち、8MW を EGAT に売電する（夜間及び休日は平日の昼間の 75%である 6MW を

売電する）。 

・60t/hの蒸気のうち、7t/hをアルコール工場に供給する。 

 
 
                       
 
                                             売電  8MW   
                                                                

trash 
  （製糖期）                                                  1.28MW 
ライスハスク 
（非製糖期）                       蒸気                   電力 

                                               7t/h          0.36MW 
           プロジェクト領域 

ロール
ベーラ 破砕 ボ イ

ラー
タ ー
ビン

発電機
9.64MW

 

所内
電力

電力会社

アルコール工場 
 

図 3.8-1 プロジェクト領域 
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3.8.2 プロジェクト実施体制 
本プロジェクトを実施する体制案を図 3.8-2に示す。 
 

 

サトウキビ栽培農家Rajburi製糖工場
Cane売買

商事会社 

プラントメーカー 現地建設会社

電力、蒸気
売買 

熱電併給のための

特別目的会社（SPC）

（株）環境総合
テクノス 

関西電力グループ会社 

電力売買 
電力会社

(EGAT) 

肥料として
燃焼灰提供 

trash
売買

ロールベ
ーラ貸出

アルコール工場

廃糖蜜売買 

建設・機器
調達契約 

燃料確保、発電運営
コンサルタント契約 

図 3.8-2 プロジェクト実施体制図（案）
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3.9 資金計画 

3.9.1 所要資金額 

（１）設備費 

本プロジェクトの設備費に関しては昨年度と同様であるが、再度記載すると表3.9-1の通り

である。なお、為替レート等についても昨年度報告書記載のものを準用する。 

表3.9-1 設備費に関するメーカー見積額          （単位：百万円） 

項  目 金 額 備    考 
１．ボイラー ９００ EP、純水装置、据付工事含む 
２．タービン、発電機 ４００ コンデンサー、エアフィンクーラー含む 
３．コンベア類 ３１０  
４．trash保管場所 ７００ 受入場所含む 
５．付帯設備 １９０ 取水・排水設備、建家、ｼｬﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ、ﾄﾗｯｸｽｹｰﾙ 
６．現地建設費 ４００ 材料費含む 
７．送電線関連 ４０ トランス、遮断機、送電線工事 
８．輸送費 ３０  
９．その他 ９１０ 設計費、一般管理費 

合  計 ３，８８０  
（注）PEA（EGAT の地方電力局）によれば、「送電線工事については最長5km までで納まるだ

ろう。付設のためのポールは既存のものを利用できるので、700,000Baht/km でできるだ

ろう」とのことであったので、700,000Baht/km×5km×2.81円/Baht＝約10百万円を計上し

ている。 

しかし、メーカー見積額で IRR（内部利益率）を試算するとまったく採算が採れないので、

実プロジェクトに移行する場合を想定し、コストダウンした設備費を設定する。国際競争入札

を視野に入れてバイオマス発電設備の相場が150千円/kW であることも考慮し、以降の事業収

支を検討する際の設備投資額は表3.9-2に示す価格を使用する。なお、trash 保管は野ざらし

とするため、trash保管場所の設備費は割愛する。 

表3.9-2 設備費に関するメーカー見積額          （単位：百万円） 

項  目 見積金額（百万円） 削減率（％） 削減後の価格（百万円）
１．ボイラー ９００ ３０ ６３０ 
２．タービン、発電機 ４００ ３０ ２８０ 
３．コンベア類 ３１０ ３０ ２１７ 
４．trash保管場所 ７００ １００ ０ 
５．付帯設備 １９０ ３０ １３３ 
６．現地建設費 ４００ ３０ ２８０ 
７．送電線関連 ４０ ３０ ２８ 
８．輸送費 ３０ ３０ ２１ 
９．その他 ９１０ １００ ０ 

合  計 ３，８８０ － １，５８９ 
 

また、7セットのロールベーラ等の購入費については以下の額を見込む。 

15百万/台 × 7台 ＝ 105百万円 

さらに、SPC設立時の費用として20百万円を見込む。 
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（２）人件費 

本プロジェクトは SPCを設立して Rajburi製糖会社とは別組織で運営管理を行う計画である。

以下の人件費を見込む。 

経営者  ＝2.0百万円/年×1人   ＝ 2.0百万円 

エンジニア＝1.0百万円/年×2人   ＝ 2.0百万円 

運転員  ＝0.3百万円/年×6人×3班＝ 5.4百万円 

事務職員 ＝0.3百万円/年×2人     ＝ 0.6百万円 

                合計  10 百万円 

 

（３）trash収集費 

trash の回収はロールベーラ等を農家に無償で貸し出して収集する方式であるため、収集の

ための農民への労働対価及び運搬費を trash購入経費として計上する。 

収集のための経費としては、以下のように算定する。 

・トラクタ等機器操作者：400Baht/人日×2人＝800Baht/日（工場運転員相当賃金） 

・農作業補助者    ：170Baht/人日×4人＝680Baht/日 

（2003年におけるバンコクの最低賃金169Baht/日より想定） 

・燃料費       ：165.6L/日×15Baht/L＝2,484Baht/日 

・その他諸経費    ：595Baht/日（上記合計額の15%） 

合  計    4,559Baht/日 

1日に収集できる trash の量が76.6t であるから trash の1t 当たりの買取価格を以下のよう

に算定する。 

4,559Baht/日÷76.6t/日＝約60Baht/t 

運搬費用はバガスの運搬費である60Baht/t(Rajburi社からの情報)を準用する。 

したがって、trash は運搬費を含めて120Baht/t でサトウキビ農家から購入するものと設定

する。 

 

（４）ライスハスク購入費 

ライスハスクの購入価格については前述のように、運搬費を含めて910Baht/tと設定する。 

 

（５）モニタリング経費、検証費用 

CDM プロジェクトとして実施するため、モニタリング経費と指定運営機関（ DOE: 

Designated Operational Entity）によるモニタリング報告書の検証費用を合わせて毎年3百万

円を見込む。 

 

（６）SPC運営費 

SPC 会社としての運営経費（総務・広報関連費用、事務所運営費用、会計監査費用、弁護士

費用など）として20百万円を見込む。これには社員の人件費は含まない。 
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以上の経費及びその他関連経費について、本プロジェクト実施のために毎年必要な運転経費

及び条件設定内容をまとめたものを表3.9-3に示す。 

表3.9-3 毎年の運転経費と事業収支検討用設定内容表 

項  目 金 額 備  考 
１．人件費 １０百万円  
２．trash購入費 １６百万円 120Baht/t×46,600t/年×2.81円/Baht
３．ライスハスク購入費 １６４百万円 910Baht/t×64,300t/年×2.81円/Baht
４．設備維持費 ２０百万円  
５．設備関係消耗品費 １０百万円  

６．工業用水購入費 ５百万円 
15.81Baht/t×15t/h×24h×330日×
2.81円/Baht 

７．借入土地代 ８．４百万円 120円/m2×70,000m2

８．モニタリング経費 ３百万円  
９．SPC運営費 ２０百万円  
10．借入金金利 ５％ 年率 
11．実効税率（法人税等） ３０％  
12．償却率 １４．２％ 定率償却、残存価額10%まで 
13．繰延資産償却年数 ５年 定額償却 
14．建設年数 １年 建中金利計算用 
15．資金調達中の資本金割合 ３０％  
16．借入金返済方法 最短 会計上可能な限り最短で返済 
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3.9.2 収入 

（１）EGATからの売電収入 

本プロジェクトで発電した電力は EGATに売電するが、その売電価格については EGATの売買

条項に計算式の記載がある（昨年度報告書に添付）。売電価格は設備規模に応じた分と発電電

力量に見合ったものの2種類で構成されている。バイオマス発電の場合、その計算式は以下の

通りである。 

・設備支払レート(Baht/kW /月)＝CP0×[0.8×(Baht/ US$レート／38)＋0.20 ] 

＝400×[0.8×(39／38)＋0.20 ] 

＝408.42Baht/kW/月 

（売電契約が 20年超 25年以下の場合、CP0は 400Baht/kW/月と定められている。） 

・エネルギー支払レート(Baht/kWh) 

＝1.49＋（天然ガス単価－151.4518）×8600×10-6

＝1.49＋（158.6192－151.4518）×8600×10-6 

＝1.552Baht/kWh 

（天然ガス単価は2003年10月～12月の3ヶ月平均で158.6192Baht/millionBtuであった。） 

本プロジェクトでの PEA への売電量は以下のようになる（330日の売電期間中の日曜は47日、

祝祭日は13日である）。 

平日：（8MW×13.5h/日＋6MW×10.5h/日）×（330－47－13）日＝46,170MWh 

休日：（6MW×24h/日）×（47＋13）日                      ＝ 8,640MWh 

                           合計 54,810MWh 

したがって、売電収入は以下のように計算できる。 

設備相当分：408.42Baht/kW/月×8MW×12ヶ月＝ 39,208Baht/年 

燃料相当分：1.552Baht/kWh×54,810MWh/年  ＝ 85,065Baht/年 

                                    合計  124,273Baht/年 

2.81円/Bahtを用いてこれを円に換算すると、349百万円となる。 

 

（２）エタノール工場からの売電収入 

前述のように、エタノール工場では7t-s/h の蒸気を用いて、173t-m/日（t-m は廃糖蜜のト

ン数）の廃糖蜜から50kl/日のエタノールを生産する計画である。エタノール工場の稼動日数

は250日/年であるので、この工場からの売電収入は以下のように見込める。 

0.36MW×24h/日×250日＝2,160MWh 

一方、エタノール工場への売電についても前述の EGAT への売電単価を適用するものとする。

単位電力当たりの単価は349百万円÷54,810MWh＝6.4円/kWh であるので、エタノール工場から

の売電収入は以下のようになる。 

6.4円/kWh×2,160MWh＝14百万円 
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（３）ライスハスクの燃焼灰収入 

ライスハスクの燃焼灰の売却益については前述のように、US$100/tを見込む。 

US$100/t×64,300t×19%×109円/US$＝133百万円 

以上をまとめると、本プロジェクトでの収入は表3.9-4のようになる。 

表3.9-4 本プロジェクトでの収入一覧表 

項  目 金 額 備  考 
１．EGATからの売電収入 ３４９百万円  
２．エタノール工場から
の売電収入 １４百万円 

 

３．エタノール工場から
の蒸気販売収入 ５９百万円 

500Baht/t×7t/h×24h×250日×2.81円
/Baht 

４．ライスハスクの燃焼
灰の収入 １３３百万円 

 

合  計 ５５５百万円  
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